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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 （百万円） 230,776 212,595 214,119 211,086 190,895

経常利益 （百万円） 10,285 8,532 9,357 10,083 10,111

当期純利益 （百万円） 5,924 4,444 5,045 5,275 4,872

純資産額 （百万円） 60,994 63,784 67,304 69,919 72,593

総資産額 （百万円） 127,810 125,530 131,497 131,912 132,006

１株当たり純資産額 （円） 1,118.051,169.521,230.981,281.601,330.73

１株当たり当期純利益

金額
（円） 108.33 81.50 92.51 96.72 89.34

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 47.72 50.81 51.06 52.99 54.98

自己資本利益率 （％） 10.15 7.12 7.71 7.70 6.84

株価収益率 （倍） 18.92 19.02 13.06 10.22 14.17

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 13,111 8,916 7,794 9,984 6,565

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,652 △1,226 △3,828 △3,823 △3,274

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,635 △1,633 △1,882 △2,622 △2,421

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 11,674 17,728 19,815 23,346 24,219

従業員数

（外、平均臨時雇用者

数）

（人）
6,556

(1,147)

6,343

(1,624)

6,513

(2,738)

6,465

(2,886)

6,362

(2,645)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．第51期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

売上高 （百万円） 228,715 210,865 203,936 198,723 187,889

経常利益 （百万円） 10,278 8,300 8,611 9,658 10,083

当期純利益 （百万円） 5,938 4,318 4,747 5,180 4,788

資本金 （百万円） 9,670 9,670 9,670 9,670 9,670

発行済株式総数 （千株） 54,540 54,540 54,540 54,540 54,540

純資産額 （百万円） 60,869 63,535 66,586 69,283 71,875

総資産額 （百万円） 125,598 123,130 127,376 128,029 129,972

１株当たり純資産額 （円） 1,115.751,164.951,220.881,270.331,317.87

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間

配当額)

（円）
30.00

(15.00)

30.00

(15.00)

40.00

(15.00)

40.00

(20.00)

40.00

(20.00)

１株当たり当期純利益

金額
（円） 108.58 79.18 87.05 94.98 87.80

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 48.46 51.60 52.28 54.12 55.30

自己資本利益率 （％） 10.18 6.94 7.30 7.63 6.78

株価収益率 （倍） 18.88 19.58 13.88 10.40 14.42

配当性向 （％） 27.63 37.89 45.95 42.11 45.56

従業員数

（外、平均臨時雇用者

数）

（人）
6,274

(1,112)

5,916

(1,583)

5,660

(2,461)

5,547

(2,599)

5,751

(2,453)

　（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は、平成18年６月23日に定款を変更し、「剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項につい

ては、法令に別段の定めのある場合を除き、取締役会の決議により定めることができる」旨規定しておりま

す。第51期よりこの規定に基づき、中間期末日を基準日とする剰余金の配当を実施致しました。同期以降の１

株当たり中間配当額に記載した金額は、かかる剰余金の配当によるものであります。
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２【沿革】
年月 事項

昭和32年３月 日電不動産株式会社として資本金５０万円で設立、損害保険の代理店業務を開始。

昭和33年２月 設計製図業務を開始。

昭和35年11月 社名を日本電気技術協力株式会社と改称。

昭和36年４月 無線伝送関係調整・検査及びマイクロ波装置の保守業務を開始。

昭和37年３月 電子計算機保守業務を開始。

昭和40年４月 データ通信・郵便自動化機器の保守及び衛星通信装置の調整・検査業務を開始。

昭和41年12月 社名を「日本電気エンジニアリング株式会社」と改称。

昭和41年12月 「日電興産株式会社」を分離設立し、保険代理業務及び不動産業務をこれに譲渡。

昭和46年11月 海外業務を開始。

昭和47年２月 オペレーション業務を開始。

昭和48年１月 社名を「日本電気フィールドサービス株式会社」と改称。

昭和48年12月 コンピュータ用品の販売を開始。

昭和49年10月 郵便自動化機器の保守業務を「日本電気郵便エンジニアリング株式会社」に譲渡。

昭和50年６月 「日本電気エンジニアリング株式会社」を分離設立し、通信機器、電子機器の設計、検査、調整等の業

務をこれに譲渡。

昭和50年11月 ソフトウェアメンテナンス業務を開始。

昭和55年９月 「株式会社航空システムサービス」を設立。（当社全額出資）

昭和56年12月 一般建設業（電気通信工事業、機械器具設置工業）の許可取得。〔東京都知事許可　般５６第

６２２８２号〕

昭和57年４月 個々のＩＴシステムを関連させるネットワーク事業開始。

昭和61年12月 特定建設業（電気工事業）の許可取得。〔東京都知事許可　特６１第６２２８２号〕

平成３年10月 ソリューションサービス事業を開始。

平成６年６月 特定建設業（電気工事業）一般建設業（電気通信工事、管工事）の建設大臣許可を東京都知事許可よ

り変更取得。〔建設大臣許可　特・般６　第１５７５５号〕

平成８年３月 「株式会社日本オンコロジーシステム」を設立。（当社51％と米国法人バリアン社49％出資）

平成12年４月 「ＮＥＣカスタマサービス株式会社」と合併し、社名を「ＮＥＣフィールディング株式会社」と改

称。

平成12年５月 「日本電気エンジニアリング株式会社」及び「株式会社航空システムサービス」の保有全株式を売

却。

平成14年１月 「エヌデック株式会社」の全株式を取得。

平成14年９月 東京証券取引所市場第一部に株式を上場。

平成15年７月 「株式会社日本オンコロジーシステム」の保有全株式を売却。

平成16年６月 国連が提唱する「グローバル・コンパクト」に参加。

平成17年３月 「フィールディングサポートクルー株式会社（現 ＮＥＣフィールディングサポートクルー株式会

社）」を設立。（当社全額出資）

平成17年３月 「ＮＥＣ飛鼎克信息技術服務（北京）有限公司」を設立。（平成18年12月、当社全額出資）

平成18年１月 一般建設業（内装仕上工事業）の許可取得。〔国土交通大臣許可　般１７第１５７５５号〕

平成19年６月 「フィールディングシステムテクノロジー株式会社（現 ＮＥＣフィールディングシステムテクノロ

ジー株式会社）」を設立。（当社全額出資）

平成19年７月 「ＮＥＣインフロンティアシステムサービス株式会社」の株式の66.66％を取得。

平成21年４月 「ＮＥＣインフロンティアシステムサービス株式会社」を吸収合併。
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３【事業の内容】

当社の企業集団は、当社、当社の親会社である日本電気株式会社及び当社の連結子会社であるエヌデック株式会社、

ＮＥＣフィールディングサポートクルー株式会社、ＮＥＣフィールディングシステムテクノロジー株式会社、ＮＥＣ

飛鼎克信息技術服務（北京）有限公司、日電飛鼎克系統集成技術（北京）有限公司により構成されております。（注

１）

当社グループ（当社及び連結子会社）の事業活動は、主にお客さまの現場で稼動しているＩＴシステム（注２）の

安定稼動、最適で快適な活用を目的とした「ＩＴサポートサービス」（注３）を提供することであり、次の２つの事

業を展開しております。 

（プロアクティブ・メンテナンス事業）

①保守サービス

ＩＴシステムに関する保守・修理サービスを提供します。

（フィールディング・ソリューション事業）

①システム展開サービス

ＩＴシステムの導入支援、セットアップ、移設、増設、撤去作業並びにネットワークシステム構築、及び電源・空調

・耐震設備・セキュリティシステム等の設置サービスを提供します。

②サプライサービス

コンピュータ用品、ＯＡ機器、ソフトウェア等を販売します。

③運用サポートサービス

ＩＴシステムの運用・管理代行等のサポートサービスを提供します。 

（注１）当社は、平成22年４月27日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるＮＥＣ飛鼎克信息技術服務

（北京）有限公司が、日電飛鼎克系統集成技術（北京）有限公司に対する出資の全部（67％）を北京嘉潤

天地科技有限公司に譲渡することを決議いたしました。

（注２）ＩＴシステムとは、コンピュータ機器（ハードウェア／ソフトウェア）とネットワークを融合し、情報を

適切に処理（保存・管理・交換）するための仕組み全般のことを指します。

（注３）ＩＴサポートサービスとは、お客さまがＩＴシステムを快適に活用するために、企画・設計から導入・構

築、運用・保守に至るすべてのフェーズにおいて各種のサポートとサービスを提供することです。 
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　なお、事業の系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

平成22年３月31日現在

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

（親会社）

 

日本電気株式会社

（注）１
東京都港区 397,199

ＩＴ／ＮＷソリュー

ション事業、モバイ

ル／パーソナルソ

リューション事業、

エレクトロンデバイ

ス事業等

被所有

67.10

(29.88)

（注）２ 

・機器の保守・修理及び設

置等を受託

・保守部品、サプライ品（消

耗品）等の仕入

・役員の兼任あり

（当該会社の従業員が当

社非常勤役員を兼任）

兼任役員３名

（連結子会社）

 

エヌデック株式会社 東京都荒川区 90

ＩＴシステム及び電

源設備の設計、構築、

設置、展開、工事、保

守、運用

100

・システム展開サービスの

施工を委託

・役員の兼任あり

（当該会社の非常勤役員

を当社の役員が兼任）

兼任役員４名

（連結子会社）
 
ＮＥＣフィールディン

グサポートクルー株式

会社

　

東京都港区 50

ＩＴシステムの保守

と関連業務及びソ

リューション業務並

びに事務支援業務の

受託 

100

・ＩＴシステムに係る保守

関連業務等を委託

・役員の兼任あり

（当該会社の非常勤役員

を当社の役員及び従業員

が兼任）

兼任役員３名

（連結子会社）
 
ＮＥＣフィールディ

ングシステムテクノ

ロジー株式会社

　

東京都港区 90

ＩＴシステムの利用

に関する客先駐在型

を主とした運用サ

ポートサービスの提

供 

100

・運用サポート業務等を委

託

・役員の兼任あり

（当該会社の非常勤役員

を当社の役員及び従業員

が兼任）

兼任役員４名

（連結子会社）
 
ＮＥＣ飛鼎克信息技

術服務（北京）有限

公司 

　

中国北京市
万米ドル

172.9

ＩＴシステム及び関

連する付帯設備の保

守、設置、コンサル

ティング、訓練、技術

開発、サービス、設

計、工事、販売 

100

 ・役員の兼任あり

 兼任役員３名

（常勤１名、非常勤２名）
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平成22年３月31日現在

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業内容

議決権の所
有割合又は
被所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）
 
日電飛鼎克系統集成

技術（北京）有限公

司 

（注）３

中国北京市
万人民元

552.4

コンピュータ機器の

販売

間接

67.00

 ・役員の兼任あり

 兼任役員２名

（非常勤２名）

  

（注）１．有価証券報告書を提出しております。

２．「議決権の所有割合又は被所有割合」欄の(29.88％)は、退職給付信託契約上、日本電気株式会社が日本トラス

ティ・サービス信託銀行株式会社（住友信託銀行再信託分・日本電気株式会社退職給付信託口）に対し、当該

株式に属する議決権の行使に関する指図権を有する所有割合で、67.10％の内数を示したものであります。

３．当社は、平成22年４月27日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるＮＥＣ飛鼎克信息技術服務（北

京）有限公司が、日電飛鼎克系統集成技術（北京）有限公司に対する出資の全部（67％）を北京嘉潤天地科技

有限公司に譲渡することを決議いたしました。 
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従　　業　　員　　数　　（人）

プロアクティブ・メンテナンス事業
5,955(2,601)

フィールディング・ソリューション事業

全社（共通） 407 (44)

合計 6,362(2,645)

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含むほか、常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー及び人材会社から

の派遣社員で、常用パートは除いております。）は（ ）内に年間平均雇用人員を外数で記載しております。

なお、当該臨時雇用者数には、当社グループ内の派遣社員を含んでおります。

２．当社グループは、事業の種類ごとの経営組織体系を有しておらず、同一の従業員が複数の事業の種類に従事

しております。

３．全社（共通）には、総務部門・経理部門等、当社のコーポレートスタフの従業員数を記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

5,751 (2,453) 41.5 20.1 6,589,818

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であ

り、臨時雇用者数（派遣社員）は（　）内に年間平均雇用人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．臨時雇用者の平均年齢、平均勤続年数、平均年間給与については把握しておりませんので、当社従業員のみで

算定しております。

(3）労働組合の状況

　当社の労働組合は、全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会　ＮＥＣグループ労働組合連合会　ＮＥＣ

フィールディング労働組合と称し、当社本社に事務所が置かれ、平成22年３月31日現在における組合員数は、4,463

人であります。

　なお、労使関係は安定しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

  　　平成22年３月期の連結業績（売上高・経常利益）　　　　　　　　　　　　　 　（金額単位：百万円）

 上半期 下半期 通期

売上高 89,484　△13.3％ 101,410△6.0％ 190,895△9.6％

経常利益 3,792△7.1％ 6,318 5.3％ 10,1110.3％

（売上高、経常利益におけるパーセント表示は、対前期増減率） 

　　　当連結会計年度におけるわが国経済は、国内外での経済対策により、外需ではアジア圏を中心に持ち直しの動きが

見られたものの、内需ではデフレの影響などにより依然厳しい状況となりました。

　　　　 当社グループの主たる事業領域であるＩＴサポートサービス市場においても、金融商品取引法（日本版ＳＯＸ

法）に関連したセキュリティ・コンプライアンス対応や一部のアウトソーシングなどの分野で引き続き需要はあ

りましたが、景気の影響による企業収益の悪化を背景としたＩＴ設備投資の抑制や規模の縮小が継続したことに

加え、顧客ニーズの多様化やコモディティ化による企業間価格競争がさらに激しくなったことにより、当社グルー

プを取り巻く環境は一層厳しさを増しました。　       

　　　このような環境の中、当社グループはＣＳ（Customer Satisfaction：お客さま満足度）とＣＳＲ（Corporate

Social Responsibility：企業の社会的責任）を経営の基軸とした事業運営を実践するとともに、継続した費用構

造改革をさらに推進することで堅実な成長の実現に向けた活動を積極的に展開してまいりました。

　　　しかしながら、経営成績としては、上半期は景気の影響を受け減収し、経常利益では減収の影響により減益と　　なり

ました。下半期でも景気の影響が継続したことにより通期で減収となりましたが、経常利益においては、費用構造

改革の効果により通期で増益となりました。 

　　　当連結会計年度における売上高は、1,908億95百万円（前期比9.6%減）となりました。

　　　これは、自主契約や販売店との連携強化と保守注力領域であるソフトサポートやＩＴベンダ各社との協業での増収

はありましたが、景気回復の遅れによる影響がシステム展開サービスやサプライサービスのみならず保守・修理

サービスなどの保守既存領域や運用サポートサービスにまでおよび減収となったことによるものです。

  　　経常利益は、101億11百万円（前期比0.3%増）となりました。　　　　  

    　これは、システム展開サービスやサプライサービスでの減収に伴う減益に対し、保守既存領域での継続した原価

低減活動の成果と業務効率化に向けた先行投資を吸収する経費節減により、前期並の利益を確保したことによる

ものです。  

　　　当期純利益は、48億72百万円（前期比7.6%減）となりました。

    　これは、現在開発中の次世代コールセンターの開発方針の変更に伴い発生した不要ソフトウェア資産の廃棄を

行ったことによる11億35百万円の特別損失を計上したことによるものです。  

事業の種類別セグメントの業績については次のとおりであります。 

（平成22年３月期　プロアクティブ・メンテナンス事業の業績） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （金額単位：百万円） 

 上半期 下半期 通期

売上高 49,368△3.3％ 48,533△4.9％ 97,902△4.1％

営業利益 7,492 5.5％ 8,291 1.5％ 15,7843.4％

（売上高、営業利益におけるパーセント表示は、対前期増減率）

（注）営業利益は、当社の総務部門・経理部門等の一般管理部門に係る費用控除前の数値です。

　売上高は、自主契約促進活動の成果や販売店との連携強化と注力領域でのソフトサポートやＩＴベンダ各社と

の協業での増収はありましたが、景気回復の遅れによるＩＴ設備投資の抑制や規模の縮小などの影響とビジネス

未契約保守件数の減少などの影響により既存領域が減収し、979億2百万円（前期比4.1%減）となりました。

　営業利益は、売上高が減収する中、保守作業の効率化をさらに推進したことに加え、継続して取り組んでいる生

産革新活動を中心とした保守部材および機材関連費用の低減により利益率が改善し、157億84百万円（前期比

3.4%増）となりました。

　

（平成22年３月期　フィールディング・ソリューション事業の業績） 　　　　　　　　　　　
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（金額単位：百万円） 

 上半期 下半期 通期

売上高 40,116△23.1％ 52,876△7.0％ 92,993△14.7％

営業利益 520△48.2％ 2,076△34.3％ 2,596△37.7％

（売上高、営業利益におけるパーセント表示は、対前期増減率）

（注）営業利益は、当社の総務部門・経理部門等の一般管理部門に係る費用控除前の数値です。

　売上高は、注力しているインターネットショップ「い～るでぃんぐ」での増収はありましたが、景気回復の遅れ

による需要の減少が継続したことで、システム展開サービスやサプライサービス、セキュリティ／ＶｏＩＰ

（注）での減収に加え、お客さまの内製化促進の影響により運用サポートサービスやヘルプデスクサービスでも

減収し、929億93百万円（前期比14.7%減）となりました。

　営業利益は、運用サポートサービスやヘルプデスクでは減収の中、前期並の利益を確保したものの、システム展

開サービスやサプライサービスでの減収と利益率の悪化が影響し、25億96百万円（前期比37.7%減）となりまし

た。

（注）ＶｏＩＰとは、インターネットなどで使用される通信手段を用いて、音声データを送受信する技術で

　　　　す。 

当連結会計年度における主な活動状況とトピックスとしては次のとおりです。

＜ＣＳ向上活動＞ 

①お客さま対応力強化への取り組み

・「チャレンジ・ダントツＣＳ Ｎｏ．１」を活動テーマに掲げ、仕事（作業）の基本強化運動、お客さまと　　

のコミュニケーション強化、トラブル初期フェーズ対応力強化活動を中心に推進するとともに、ハードウェ

アからソフトウェアまでのワンストップ対応をさらに推進するために、人材育成やバックヤード体制強化に

取り組みました。

②当社のＣＳに対する外部機関の評価

・Ｊ．Ｄ． パワーアジア・パシフィック社（注1）が主催する「2009年日本ソリューションプロバイダー顧

客満足度調査(SM)」（注2）＜システム構築サービス　ＳＭＢ市場＞において、2年連続で第1位の評価を獲得

いたしました。しかしながら、同調査の＜ハードウェア保守サービス分野＞では、前回調査に引き続き第2位

となりました。

　・日経コンピュータ誌が実施した「第14回　顧客満足度調査＜システム運用関連サービス部門＞」において、　前

回調査に引き続き第2位の評価となりました。

＜ＣＳＲ活動＞ 

①情報開示活動に対する外部機関の評価 

・Ｗｅｂサイトを通じた投資家向けの広報活動への取り組みが評価され、大和インベスター・リレーションズ

株式会社による「インターネットＩＲサイト優秀企業580社」(注3)に７年連続で選定されました。

・日興アイ・アール株式会社による「全上場企業ホームページ充実度ランキング調査」において、最優秀サイ

トに4年連続で選出されました。

②文化支援活動と地域社会貢献活動への積極的な取り組み　　 

・世界遺産の保全と活用への取り組みを日本各地で展開する「世界遺産劇場（第十幕、第十一幕、第十二

幕）」と関連イベントである「世界遺産大學（第一回、第二回、第三回）」（注4）に継続して協賛いたしま

した。

・リペア本部の従業員が、7年以上に亘り環境美化活動として通勤路清掃を続けてきたことが評価され、「平　

成21年度神奈川県環境保全功労者賞」(注5）を受賞いたしました。

③環境保全に対する取り組み

・地球温暖化防止（CO2削減）への取り組みとして、インターネットショップ「い～るでぃんぐ」のカタログ　

　　　　を製作する際に排出されるCO2を、「CO2削減クレジット」によりオフセットする取り組み(注6)を開始

いたしました。

＜事業戦略＞

組織および会社の統合

・ＰＯＳシステムおよびネットワークシステムの設置工事に係わる事業の体制強化を実現するため、当社グ

ループ会社であるＮＥＣインフロンティアシステムサービス株式会社を平成21年4月1日付で吸収合併いた

しま した。また、機能集約を目的として、全46拠点の統合を平成21年9月末に完了いたしました。

・修理リードタイムの短縮や各作業工程の業務効率改善による生産性向上を目的として、リペア部門がある

「大和テクノセンター」をロジスティクス部門の「あるパーツ川崎」にロケーション統合いたしました。
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＜事業拡大＞

　注力領域である運用サポートサービスや、今後市場で高成長が見込まれる「仮想化」や「クラウドコンピュ

　ーティング」(注7)と「環境対応型商品」などの分野を中心とした商品、サービスをリリースいたしまし

た。

新サービス投入 

・Expressサーバ導入時のハードウェア設置、ＯＳ・アプリケーションのインストールと設定など、運用までに

必要となる要素をパッケージ化した「サーバ導入パック」をリリースいたしました。　　

・ロジテック株式会社との協業により、同社製NASを対象としたオンサイト保守サービスを提供するパッケー

ジ商品「LogitecWSSシリーズ SupportPack」をリリースいたしました。

・ＡＥＤ（注8）の所在アピールや認知度向上および顧客サービス向上を目的としたデジタルサイネージ（電

子看板）を装備した「ＡＥＤマウントラック」をリリースいたしました。 

・ヒューレット・パッカード社製ネットワ－ク機器(ProCurve)（注9）のハードウェア保守サービスをパッ

ケージ化した「HP ProCurve SupportPack」をリリースいたしました。

・ｉＳｏｌｕｔｉｏｎセンターを活用したSaaS型サービス(注10)の形態で、オフィス内のパソコンの消費電力

や電力消費によるCO2排出量を“見える化”し利用状況を一元管理するとともに、省エネのための電力制御

を自動で行う省エネオフィスサービス「エネパル(TM) PC」をリリースいたしました。

・サーバ仮想化（注11）を実現するために必要な機器、および各種セットアップ作業に加え、運用開始から3年

間のリモートによる監視サービスと保守サービスを一括して提供する「サーバ仮想化ソリューションパッ

ク（Hyper-V（注12）モデル）」をリリースいたしました。

・ＩＴシステムのライフサイクル(注13)に沿って必要なサービスをワンストップで提供する「オンサイトラ

イフサイクルマネジメント」を、企業内のＩＴシステムとデータセンターのＩＴシステム（クラウド環境）

を混在利用するような環境でも対応可能なサービスとしてリリースいたしました。

（注１）株式会社Ｊ．Ｄ．パワー　アジア・パシフィックは、顧客満足度に関する調査・コンサルティングの国際的

な専門会社です。 

（注２）Ｊ．Ｄ．パワー アジア・パシフィック2009年日本ソリューションプロバイダー顧客満足度調査(SM)シス

テム構築サービスＳＭＢ市場：従業員100名以上1000名未満の企業3,187社からの回答によります。ハード

ウェア保守サービス：従業員100名以上の企業3,380社からの回答によります。www.jdpower.co.jp

（注３）主要な上場会社2,082社のＩＲ(投資家向け広報)サイトをレビューし、大和インベスター・リレーションズ

株式会社が独自の選考コンテンツ評価に基づき定量的な採点を行い、580社の「インターネットIR(投資家

向け広報)サイトの優秀企業」を選定したものです。 

（注４）世界遺産大學とは、「日本の有形・無形の世界遺産の魅力を、著名な講師陣により紹介する特別講座」で

す。

（注５）神奈川県により『環境整備・公害防止・自然保護及びその他の環境保全の伸展に務め、その業績が県民の

模範となるものを表彰する』と定義されており、神奈川県を6ブロックに分けそれぞれのブロックを構成す

る市町村からの推薦により、県が選考し、表彰に至るものです。

（注６）「CO2削減クレジット」によりオフセットする取り組みとは、日常生活や経済活動において避けることがで

きないCO2等の温室効果ガスの排出について、まずできるだけ排出量が減るよう削減努力を行い、どうして

も排出される温室効果ガスに対して、排出量に見合った温室効果ガスの削減活動を支援することにより、排

出される温室効果ガスを埋め合わせるという活動です。　

（注７）クラウドとは、インターネットで結ばれた世界中のデータセンターをあたかもひとつのコンピュータのよ

うに捉え、その中に用意されたアプリケーションや情報サービスを、ユーザーが必要な時に必要なだけ、ブ

ラウザなどを通じて使えるようにするという、新しいＩＴ利用のコンセプトのことです。

（注８）ＡＥＤとは、心室細動の際に機器が自動的に解析を行い、必要に応じて電気的なショック（除細動）を与

え、心臓の働きを戻すことを試みる医療機器のことです。　

（注９）ProCurveとは、ヒューレット・パッカード社が提供するLANネットワーク向けのスイッチ製品群の総称で

す。 

（注10）SaaS型サービスとは、Software as a Service（ソフトウェア アズ ア サービス）の略で、ソフトウェアを

ユーザー側に導入するのではなく、ベンダ（プロバイダ）側で稼働し、ソフトウェアの機能をユーザーが

ネットワーク経由で利用するサービスです。

（注11）サーバ仮想化とは、一つの物理サーバ上に複数のサーバを動作させる技術のことです。複数のサーバを仮想

化し、物理サーバを減らすことで、機器の費用、ランニングコストの低減に繋がります。また、同じ物理サー

バ上の仮想サーバ間ではリソース（CPU、メモリー、ディスク）を融通しあうことも可能です。

（注12）Hyper-Vとは、マイクロソフト社が提供している、サーバ仮想化を行うための機能の名称で、「Windows ハイ

パーバイザ」と呼ばれる仮想化技術をベースとして実現されています。

（注13）ＩＴシステムのライフサイクルとは、ＩＴシステム全般を対象とした導入時の企画から設計・構築、運用・

保守・改善・撤去にわたるサイクルのことです。　
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※記載されている会社名および商品名は各社の商標または登録商標です。　

 (2）キャッシュ・フロー

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

  当連結会計年度の営業活動により増加した資金は65億65百万円（前期比34億18百万円減）となりました。主な増

加の内容は、税金等調整前当期純利益89億75百万円や減価償却費22億32百万円等であり、主な減少の内容は、法人税

等の支払額44億78百万円等であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の投資活動により減少した資金は32億74百万円（前期比5億48百万円減）となりました。主な支出

の内容は、社内ＩＴシステム開発に伴う無形固定資産の取得28億73百万円や有形固定資産の取得9億59百万円であ

ります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度の財務活動により減少した資金は24億21百万円（前期比2億円減）となりました。主な支出の内容

は、配当金の支払額21億82百万円であります。

　以上の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は242億19百万円となり、前連結会計年度末に

比べ8億72百万円増加しました。 
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループの事業内容は、主としてコンピュータシステム、通信システム及びネットワークシステムの設置、メ

ンテナンス、運用管理並びにシステムに関連する付属部品・周辺機器等の販売であり、事業全体に占める生産活動

は僅かであるため、生産実績については、記載しておりません。

(2）受注実績

　当連結会計年度の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前期比（％） 受注残高(百万円) 前期比（％）

プロアクティブ・メンテナンス事

業
98,727 94.6 15,791 105.5

フィールディング・ソリューショ

ン事業
93,487 86.9 9,621 105.4

合計 192,215 90.7 25,413 105.5

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

前期比（％）

プロアクティブ・メンテナンス事業

（百万円）
97,902 95.9

フィールディング・ソリューション事業

（百万円）
92,993 85.3

合計（百万円） 190,895 90.4

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．最近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次の

とおりであります。

相手先

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

日本電気株式会社 114,497 54.2 105,159 55.1

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　

当社グループの主たる事業領域であるＩＴサポートサービス市場は、「仮想化」や「クラウドコンピューティン

グ」領域では急成長が見込まれていますが、市場全体では、さらなる企業間競争によるサービス価格下落などが進展

し、今後一段と厳しさが増す状況となることが予測されます。

このような事業環境のなか、当社グループは「堅実に成長する企業」の実現を目指し、次の方策に取り組んでまい

ります。

プロアクティブ・メンテナンス事業では、お客さまシステムの安定稼働に向けて、従来のハードウェア保守からソ

フトウェア領域までを含めたプラットフォーム保守への拡大とクラウド環境下でのマルチベンダ対応力強化による

サポートサービス範囲拡大に加え、自主契約活動促進や販売店との連携強化することで保守契約数を拡大し、事業拡

大を図ってまいります。

フィールディング・ソリューション事業では、クラウド環境下におけるシステム利用の変化に対応した専門要員の

育成と増強に向けた戦略的な投資を行い、当社の強みであるオンサイト対応を活かしたライフサイクルマネジメント

サービスを中心に事業拡大を図ってまいります。

海外事業においては、関係会社であるＮＥＣ飛鼎克信息技術服務（北京）有限公司を核とした中国事業のサポート

体制の強化を行い、ＮＥＣ現地法人とのパートナー連携による東南アジアマーケットの開拓を図ってまいります。

また、現場対応力の強化として、お客さま先での業務プロセスの改革を推進するほか、継続して取り組んでいる経費

節減活動と、保守部品の物流ネットワーク整備などの生産革新活動を強化し、費用構造改革を推進することで、厳しい

事業環境の中でも堅実に利益を創出できる企業体質を構築してまいります。

さらに、事業全般に係わる経営基盤の強化を図るため、事業戦略に即した要因のスキルアップと技術・技能の継承

を行うことで、お客さまシステムの障害に対する初期対応力を強化し、ＣＳ向上活動を推進してまいります。また、Ｃ

ＳＲ活動では、金融商品取引法（日本版ＳＯＸ法）に対応した内部統制やコンプライアンス対応の更なる強化を図る

とともに、地域社会貢献や環境社会への積極的な活動を継続し、社会において価値ある企業を目指してまいります。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1)セキュリティ管理について

　当社グループが営むＩＴサポートサービス事業においては、当該業務の性格上、多数のお客さま情報を保有して

おります。当社グループでは、情報の取扱いについて各種の規程を整備するとともに、個人情報保護活動としてプ

ライバシーマークを取得し、地域密着型のアウトソーシングサービスを提供するｉＳｏｌｕｔｉｏｎ拠点、並びに

ヘルプデスク業務において、セキュリティ管理に関する情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）の

国際標準規格「ＩＳＯ／ＩＥＣ 27001：2005」認証を取得しております。また全従業員を対象として「お客さま

対応作業における遵守事項」に関する教育を徹底して実施し、当社グループ内部からの情報漏洩を防ぐ施策を講

じております。このような対策にもかかわらず当社グループからの情報漏洩が万が一にも発生した場合には、当社

が損害賠償責任を負う可能性があり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

(2)従業員等による不法行為と違法行為について

　当社グループは、「良き企業市民」として企業活動を推進することを旨とし、あらゆる企業活動の場面において

関係法令や規定を遵守することを基本姿勢とした「ＮＥＣフィールディンググループ行動規範」の徹底や、教育

の充実などにより従業員等の倫理向上に努めております。しかし、これにより従業員等による業務上の不法行為や

違法行為の発生の可能性が完全に無くなるものではありません。従業員等による不法行為や違法行為が発生した

場合、第三者に対する損害賠償責任、営業停止や取引停止などの取り扱いを受けることによる事業遂行への影響

で、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(3)お客さま満足度の維持および向上について

　当社グループがお客さまに提供する価値は、ＩＴサービス領域においてお客さまのＩＴシステムの快適運用と最

適活用を実現することです。即ち当社グループの価値は、当社グループの提供するサービスがお客さまの期待以上

であった時に、当社グループに対する信用や信頼度の向上といった無形の財産として形成されます。当社グループ

が属するＩＴサービス業界は技術革新が激しいことから、業務を受託している対象機器の新規追加、仕様変更又は

新サービスの開始等により、当社グループが保有する技術、技能が陳腐化する恐れがあります。当社グループは、こ

の技術革新のスピードに対処すべく、常に新しい技術、技能を組織的に修得するとともに、お客さまからの要請、要

望等をスピーディに掴み、その内容により全社レベルでのコールエスカレーションが行われる仕組みを構築し、適

切かつ迅速なお客さま対応ができる体制を整えております。しかしながら、上記のような対策を講じているにもか

かわらず、当社グループの対応に不備や不足、作業ミスなどがあった場合には、お客さま及び日本電気株式会社企

業グループ等の業務委託者からクレームを受けたり、業務委託等に関する契約が解除される等により、当社グルー

プの業績に影響を与える可能性があります。

(4)事業環境の変化について

　当社グループの主たる事業領域である国内ＩＴサポートサービス市場は市場規模の縮小が予想される中、「仮想

化」や「クラウドコンピューティング」など急速な成長が見込まれていますが、今後一層の企業間競争激化や価

格低下要求の高まりが予測されます。

　このような厳しい状況の中でもプロアクティブ・メンテナンス事業での利益を確保し、フィールディング・ソ

リューション事業で成長性を牽引するという当社の事業遂行モデルを一層強化し継続していくために、顧客接点

強化に向けたリソースシフト、徹底した障害管理による保守部材費低減などの原価低減、ＩＴ／ネットワーク統合

などでの新領域事業や自主事業および協業推進などによる事業拡大を推進しております。しかし、オープン化の進

展によるサービス価格下落や製品品質向上による保守機会の減少などが想定以上に進展した場合、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

　また、フィールディング・ソリューション事業においてもプロアクティブ・メンテナンス事業と同様に事業領域

を拡大してまいりますが、想定以上に景気動向による需要の減少や製品価格の下落が発生した場合、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。　

(5)日本電気株式会社及びその企業グループの経営戦略との連携について

　当社グループは、ＩＴサポートサービス事業において、日本電気株式会社及びその企業グループ各社と連携のう

え事業活動を展開しております。 

　日本電気株式会社及びその企業グループは、成長に向けた事業構造の転換と収益構造の改革を目的に、ＮＥＣグ

ループとしての全体最適、制度・仕組みのシンプル化及びグローバルスタンダード化に向けた組織・制度の見直
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しを推進しております。このような動きのなかで、当社グループの役割分担及び位置づけが変更された場合には、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。  

(6)人材の確保及び育成について

　当社グループが、お客さまのニーズに的確に即応したＩＴサポートサービス事業を遂行するためには、関連する

技術・技能を有した多くの優秀な人材を確保育成する必要があります。そのために当社グループは、能力・成果主

義を基軸とした人事政策を採用しており、技術系大卒者を中心に定期採用を実施するとともに、技術者一人当り年

間19日間以上に及ぶ技術研修教育を実施することにより人材の確保、育成に努めております。 

　しかしながら、上記のような施策を実施しているにもかかわらず、従業員教育実施時期の遅延や新規人材獲得機

会の喪失、既存人材の当社グループ外への流出等が発生した場合には、当社グループが提供するＩＴサポートサー

ビスの質の低下により、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(7)自然災害等のリスクについて

　地震等の自然災害によって、当社グループの拠点等が壊滅的な損害を受ける可能性があります。当社グループは、

災害対応として、お客さまとのファーストコンタクト部門であるコールセンターを東西２ヶ所に設置し相互に

バックアップが可能な体制を構築しております。また、東西２ヶ所にコンピュータセンターを設置し、情報システ

ムの相互運用を実施しております。これらの対策により当社グループの操業が停止しないように努めております

が、保守用部材の供給部門であるロジスティクス部門や情報システム部門の設備が壊滅的に損害を被った場合、当

社グループの操業に遅延が発生することがあり、お客さまへ提供するＩＴサポートサービスの質の低下さらに拠

点等の修復又は代替のために費用を要することとなる可能性があります。 

(8)海外事業の展開について

　当社グループは、中国での関係子会社設立など、海外事業の拡大を図っております。海外での事業展開は、戦争・

テロなどの政治にかかわる諸問題や経済動向、法律又は規制の変更、さらには伝染病の発生等、予期せぬ事象の発

生により事業遂行に影響を受ける可能性があります。これらの状況変化が発生した場合、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】
契約会社名 締結年月 契約の名称 相手先 契約内容

ＮＥＣフィール

ディング株式会社

（当社）

昭和48年１月 業務委託契約書 日本電気

株式会社

同社が取扱う機器の保守サービス及びそ

の関連業務の同社からの受託に関する基

本的事項

ＮＥＣフィール

ディング株式会社

（当社）

平成元年３月 工事請負基本契約書 日本電気

株式会社

工事サービスの同社からの受託に関する

基本的事項

ＮＥＣフィール

ディング株式会社

（当社）

平成12年８月 技術開示契約書 日本電気

株式会社

当社が自主事業を展開するための技術情

報の同社からの開示に関する事項

ＮＥＣフィール

ディング株式会社

（当社）

平成13年１月 取扱基本契約書 日本電気

株式会社

当社の顧客への販売を目的とした同社の

商品の購入に関する基本的事項

ＮＥＣフィール

ディング株式会社

（当社） 

平成17年４月 「ＮＥＣ」標章等使

用許諾契約書 

日本電気

株式会社

「ＮＥＣ」標章の使用許諾に関する事項
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６【研究開発活動】

当社グループの事業である「プロアクティブ・メンテナンス」及び「フィールディング・ソリューション」をと

おして、当社は顧客のニーズに沿ったサービスを提案・提供できるよう、プロアクティブ・メンテナンス技術分野及

びフィールディング・ソリューション技術分野で研究開発活動を行っております。

プロアクティブ・メンテナンス技術分野では、顧客のＩＴシステムを安定稼動させるための保守事業領域を主な研

究対象とし、効率的で効果的な保守を実現する研究開発及び顧客ニーズに合わせてハードウェア及びソフトウェアを

総合したサポート・サービスにつながる研究開発を行っております。

フィールディング・ソリューション技術分野では、顧客のＩＴシステムの導入から業務運用領域を主な研究対象と

し、運用改善や効率化に直結するソリューションを提供するため、最新技術及び最適製品を組み合わせたシステム設

計・構築支援サービス、及び運用支援・ヘルプデスク・運用監視等のＩＴマネジメントサービスにつながる研究開発

を行っております。当連結会計年度の研究開発費の総額は71百万円であります。

具体的な研究開発活動及び成果の主なものは次のとおりであります。

 (1) プロアクティブ・メンテナンス技術分野

ａ．お客さまのＩＴシステムの不具合等に的確に対応するため、関連する技術情報について各種データベースを横

断的に検索する技術の開発を進めています。当連結会計年度は、症状や製品型番等をキーワードに各種データ

ベースに対して自動的にリンケージを張り、関連する技術情報を一度に検索する機能を試作いたしました。こ

れにより、各種データベースを個別に検索して有無を確認している関連技術情報を一度の処理で短時間に漏れ

なく検索できるようになり、お客さまのＩＴシステムの不具合等への対応をより的確・迅速に行なえるように

なります。

ｂ．カスタマエンジニアのフィールド技術力向上のための効果的な教育方法を研究しています。当連結会計年度

は、記憶維持効果の高い教材に関する研究を進め、教材の形式と提供方法を種々試行し、最も記憶に残りやすい

教材の形式と提供方法を検証いたしました。これにより技術に裏付けされたサポート力の向上を目指していま

す。

ｃ．カスタマエンジニアの保守作業を支援するツールや技術の開発を進めています。ケーブル配線等の複雑でミス

を犯しやすい保守作業において、ウェアラブルコンピュータ、画像認識技術及びＡＲ（拡張現実）等を利用す

ることにより、保守対象機器に即した的確な作業手順を指示する技術の開発に着手いたしました。これにより、

保守品質の向上と保守作業の効率化を目指しています。

当事業に係る研究開発費は59百万円であります。

(2) フィールディング・ソリューション技術分野

ａ．ＩＴマネジメントサービスのひとつとして、お客さまのＩＴシステムの環境対策に関する技術の開発を進めて

います。当連結会計年度は、マシン室やデータセンターではなくオフィスで使用するＩＴ機器について、その運

用に伴う消費電力を容易にかつ継続的に把握する手法に関する研究を行いました。これにより、より充実した

環境対策関連サービスの提供を目指しています。

ｂ．ＩＴマネジメントサービスのひとつとして、お客さまのＩＴシステムにおけるセキュリティに関する技術の開

発を進めています。当連結会計年度は、仮想化環境におけるセキュリティ対策について研究を行い、技術の蓄積

をするとともに、サービスモデルを試作し、評価を実施しました。これにより、より充実したセキュリティ関連

サービスの提供を目指しています。

当事業に係る研究開発費は12百万円であります。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)事業の種類別セグメントの売上高・営業利益分析

「１ 業績等の概要　(1）業績」に記載しております。

(2)特別損益分析

　当連結会計年度の特別損失は、現在開発中の次世代コールセンターの開発方針の変更に伴い発生した不要ソフト

ウェア資産の廃棄損11億35百万円を計上しております。

(3)税金等調整前当期純利益・当期純利益分析

　当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は89億75百万円（前期比6.5％減）となりました。また当期純利益は

48億72百万円（前期比7.6％減）となりましたが、売上高当期純利益率は前期比0.1ポイント増の2.6％となりまし

た。１株当たり当期純利益は、前連結会計年度の96円72銭から当連結会計年度は89円34銭となりました。

(4)財政状態と流動性分析

（資産）　

当連結会計年度末における総資産は1,320億6百万円となり、前連結会計年度末に比べ93百万円増加しました。 

現金及び現金同等物（現金及び預金、関係会社預け金）は242億19百万円となり、前連結会計年度末に比べ8億72

百万円増加しました。（現金及び現金同等物の詳細状況については「１ 業績等の概要　(2)キャッシュ・フロー」

に記載しております）

たな卸資産は239億59百万円となり、前連結会計年度末に比べ4億90百万円減少しました。これは主に保守部品を

中心として、売上規模に見合う在庫量への調整を行ったことによるものであります。　

（負債）

　負債は594億12百万円となり、前連結会計年度末に比べ25億80百万円減少しました。これは主に、支払手形及び買

掛金が27億75百万円減少したことによるものであります。なお、支払手形及び買掛金の減少は主に仕入高の減少に

よるものであります。  

（純資産）

　純資産は725億93百万円となり、前連結会計年度末に比べ26億74百万円増加しました。これは主に、利益剰余金が

26億90百万円増加したことによるものであります。 

　　以上の結果、自己資本比率は55.0％となり、前連結会計年度末に比べ2.0ポイントの増加となりました。

(5)キャッシュ・フロー分析

「１ 業績等の概要　(2)キャッシュ・フロー」に記載しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当社グループは、顧客へのサービスの提供のためのインフラ及びＩＴシステムへの投資を行いました。

主な設備投資の内容としては、業務プロセス改革及びＩＴ改革を具現化する次期ＩＴシステムへの投資、アフターサー

ビス提供基盤の強化を図るためのコールセンターへの投資、オンサイトＬＣＭサービスなどの注力事業のＩＴシステム

への投資、生産革新の推進及び分散ロスを解消するための事務所統合・移転に伴う設備投資を実施いたしました。

　その結果、当連結会計年度における設備投資の総額は、ソフトウェアへの投資26億４百万円、リース契約による投資5億

32百万円（うち、賃貸借取引による投資1億57百万円）を含め、40億44百万円となりました。

　なお、当連結会計年度において、現在開発中の次世代コールセンター（プロアクティブ・メンテナンス事業）の開発方

針の変更に伴い発生した不要ソフトウェア資産の廃棄を行ったため、除却損失11億35百万円を計上しております。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループの主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

 平成22年３月31日現在

事業部門名

（所在地）

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）

従業

員数

（人）

建物及び

構築物

工具、器具

及び備品

土地

（面積㎡）
リース資産

ソフトウェ

ア（ソフト

ウェア仮勘

定含む）

合計

本社・事業推進グ

ループ　

（東京都港区他）

全社統括業務

・プロアク

ティブ・メン

テナンス、

フィールディ

ング・ソ

リューション

統括業務

施設・営

業業務設

備

268 111
184

(6,669)
299 7,047 7,9131,236

播磨研修センター

（兵庫県たつの市）

プロアクティ

ブ・メンテナ

ンス、フィール

ディング・ソ

リューション

研修施設 615 5
959

(39,648)
－ － 1,580 －

東日本カスタマサ

ポート本部

（東京都府中市他）

プロアクティ

ブ・メンテナ

ンス、フィール

ディング・ソ

リューション

営業業務

設備
101 15 － 292  － 409 251

西日本カスタマサ

ポート本部

（大阪市淀川区）

プロアクティ

ブ・メンテナ

ンス、フィール

ディング・ソ

リューション

営業業務

設備
24 4 － 2  － 31 124

ヘルプデスクソ

リューション本部

（川崎市高津区他）

プロアクティ

ブ・メンテナ

ンス、フィール

ディング・ソ

リューション

営業業務

設備
41 7 － 47  － 97 114
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事業部門名

（所在地）

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）

従業

員数

（人）

建物及び

構築物

工具、器具

及び備品

土地

（面積㎡）
リース資産

ソフトウェ

ア（ソフト

ウェア仮勘

定含む）

合計

北ブロック

（仙台市青葉区他）

プロアクティ

ブ・メンテナ

ンス、フィール

ディング・ソ

リューション

営業業務

設備
42 7 － 28  －     77 396

関東ブロック

（横浜市西区他）

プロアクティ

ブ・メンテナ

ンス、フィール

ディング・ソ

リューション

営業業務

設備
98 12 － － － 111 740

東京ブロック

（東京都港区他）

プロアクティ

ブ・メンテナ

ンス、フィール

ディング・ソ

リューション

営業業務

設備
458 60 － 31 － 550 936

中部関西ブロック

（大阪市淀川区他）

プロアクティ

ブ・メンテナ

ンス、フィール

ディング・ソ

リューション

営業業務

設備
115 18 － 8 － 1421,000

西ブロック

（福岡市博多区他）

プロアクティ

ブ・メンテナ

ンス、フィール

ディング・ソ

リューション

営業業務

設備
301 16 － － － 317 557

ロジスティクス本部

（川崎市川崎区他）

プロアクティ

ブ・メンテナ

ンス、フィール

ディング・ソ

リューション

物流設備 30 3 － 14 － 48 146

リペア本部

（川崎市川崎区他）

プロアクティ

ブ・メンテナ

ンス、フィール

ディング・ソ

リューション

リペア設

備
495 38 － 56 － 591 251

合計 － － 2,594 302
1,144

(46,317)
783 7,047 11,8725,751
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(2）国内子会社

 平成22年３月31日現在

会社名
事業所名

（所在地）

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の内容

帳簿価額（単位：百万円） 従業

員数

（人）

建物及び

構築物

工具、器具

及び備品
リース資産

ソフト

ウェア
合計

エヌデック株式

会社

東京都荒川

区他

フィールディ

ング・ソ

リューション

本社統括・営業

業務設備
2 2 23 12 41 166

 

(3）在外子会社

 平成21年12月31日現在

会社名
事業所名

（所在地）

事業の種類別セグメント

の名称
設備の内容

帳簿価額（単位：百万円） 従業

員数

（人）

機械装置及

び運搬具

工具、器具

及び備品
合計

ＮＥＣ飛鼎克信息技

術服務（北京）有限

公司 

中国北京市他

プロアクティブ・メンテ

ナンス、フィールディング

・ソリューション

本社統括・営業

業務設備
9 14 24 49

　（注）１．帳簿価額には消費税等は含まれておりません。

２．現在休止中の主要な設備はありません。

３．提出会社の本社中には、独身寮等を含みます。

４．上記のほか、リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

提出会社

 平成22年３月31日現在

事業部門名

（所在地）

事業の種類別セグメン

トの名称
設備の内容

年間リース料（百万円／年）

従業

員数

（人）

建物及び構

築物

（所有権移

転外ファイ

ナンス・

リース）

機械装置及

び運搬具

（所有権移

転外ファイ

ナンス・

リース）

工具、器具及

び備品

（所有権移

転外ファイ

ナンス・

リース）

合計

本社・事業推進グルー

プ

（東京都港区他）

全社統括業務

プロアクティブ・メン

テナンス、フィールディ

ング・ソリューション

統括業務施設・

営業業務設備 
－ － 172 1721,236
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事業部門名

（所在地）

事業の種類別セグメン

トの名称
設備の内容

年間リース料（百万円／年）

従業

員数

（人）

建物及び構

築物

（所有権移

転外ファイ

ナンス・

リース）

機械装置及

び運搬具

（所有権移

転外ファイ

ナンス・

リース）

工具、器具及

び備品

（所有権移

転外ファイ

ナンス・

リース）

合計

ヘルプデスクソリュー

ション本部

（川崎市高津区他）

プロアクティブ・メン

テナンス、フィールディ

ング・ソリューション

営業業務設備 － － 7 7 114

東京ブロック

（東京都港区他）

プロアクティブ・メン

テナンス、フィールディ

ング・ソリューション

営業業務設備 － － 109 109 936

中部関西ブロック

（大阪市淀川区他）

プロアクティブ・メン

テナンス、フィールディ

ング・ソリューション

営業業務設備 － － 6 6 1,000

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。

　平成23年３月までの投資は総額48億50百万円を予定しており、うち重要な設備の投資計画は43億36百万円であり、内

訳は次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設

会社名

事業所名
所在地

事業の種類別

セグメントの

名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定年月 完成後

の増加

能力

総額

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手 完了

当社各部門
東京

大阪

全社統括業務、

プロアクティ

ブ・メンテナ

ンス、フィール

ディング・ソ

リューション

社内ＩＴシス

テム

（SAP開発含

む）　

3,886

(213)
－

自己資金

　
平成22.4平成23.3 －　

当社ホスティン

グセンター

東京・大阪

・京都・金

沢・新潟・

さいたま・

福岡他　

フィールディ

ング・ソ

リューション　

ホスティング

センター　

450

(264)
－

自己資金

　
平成22.4　平成23.3　 －　

　（注）１．投資予定金額欄の（　）内は、リース投資額で内数です。

２．上記設備計画による生産能力の増加については、当社の提供するサービスの性格上、生産能力を測定するこ

とは困難であるため、記載しておりません。

３．金額には消費税等は含まれておりません。

(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 188,560,000

計 188,560,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成22年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年６月21日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 54,540,000 54,540,000
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は、

100株でありま

す。

計 54,540,000 54,540,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

 該当事項はありません。

（６）【所有者別状況】

 平成22年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人その
他

計
個人以外 個人

株主数

（人）
－ 33 29 53 142 2 8,4368,695 －

所有株式数

（単元）
－ 210,7062,098204,66448,577 11 79,323545,3792,100

所有株式数

の割合

（％）

－ 38.64 0.38 37.53 8.91 0.00 14.54 100 －

　（注）自己株式528株は「個人その他」に５単元及び「単元未満株式の状況」に28株を含めて記載しております。
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（７）【大株主の状況】

 平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

日本電気株式会社 東京都港区芝五丁目７番１号 20,300 37.22

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（住友信託銀行再信託分・日本

電気株式会社退職給付信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 16,300 29.88

ＮＥＣフィールディング従業員持株会 東京都港区三田一丁目４番28号 2,175 3.98

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,502 2.75

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目１１番３号 639 1.17

MELLON BANK, N.A. AS AGENT FOR ITS

CLIENT MELLON OMNIBUS US PENSION

(常任代理人　株式会社みずほコーポ

レート銀行決済営業部)　

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108

(東京都中央区月島四丁目１６番１３号)　
559 1.02

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY

505019

(常任代理人　香港上海銀行東京支店) 

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX 518

IFSC DUBLIN, IRELAND

(東京都中央区日本橋三丁目１１番１号) 

519 0.95

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町二丁目７番９号 474 0.86

資産管理サービス信託銀行株式会社（証

券投資信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番１２号 327 0.60

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY

505225

(常任代理人　株式会社みずほコーポレー

ト銀行決済営業部)

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101

U.S.A.

(東京都中央区月島四丁目１６番１３号)

290 0.53

計 － 43,089 79.00

（注）所有株式数、発行済株式総数に対する所有株式数の割合とも表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　 500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　54,537,400 545,374 －

単元未満株式 普通株式　　　 2,100 － －

発行済株式総数 54,540,000 － －

総株主の議決権 － 545,374 －

 

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

ＮＥＣフィール

ディング株式会社

 

東京都港区三田一

丁目４番28号 
500 － 500 0.00

計 － 500 － 500 0.00

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社はストックオプション制度を採用しておりません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号による普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 － －

当期間における取得自己株式（注） 107 122,298

　（注)　当期間における取得自己株式には、平成22年６月７日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（　－　）
－ － － －

保有自己株式数（注） 528 － 635 －

　（注)　当期間における保有自己株式数には、平成22年６月７日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３【配当政策】

　当社は急激な事業環境の変化への的確な対応と競争力の強化に努め、企業価値を高めることによって、株主の皆様へ

の利益還元を図っていきたいと考えております。そのために、安定的な経営基盤を確立し、将来の事業拡大のための財

務体質強化と内部留保資金の充実を図りつつ、安定的かつ業績に応じた配当を実施することといたしております。

　当社は、中間期末日を基準日とする剰余金の配当（以下、中間配当という。）と期末配当の、年2回の剰余金の配当を

行なうことを基本方針としております。これらの剰余金の配当の決定機関は、いずれも取締役会であります。

　当社は、「剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、

取締役会の決議により定めることができる」旨を定款に定めております。

　当事業年度の利益配当につきましては、１株当たり20円の期末配当とし、中間配当金の１株当たり20円と合わせて年

間40円の配当といたしました。この結果、当事業年度の配当性向は45.56％となりました。

　内部留保資金の使途につきましては、財務体質の一層の強化と将来にわたる当社コアコンピタンス（展開力、技術

力、ナレッジマネジメント力）強化や「仮想化」、「クラウドコンピューティング」などの高成長・高収益領域や協

業などの事業拡大に向けた投資を実施する予定です。 

　　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成21年10月29日

取締役会決議
1,090 20

平成22年５月26日

取締役会決議
1,090 20

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高（円） 2,730 2,135 1,632 1,355 1,504

最低（円） 1,901 1,181 1,010 700 980

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年１月 ２月 ３月

最高（円） 1,415 1,386 1,336 1,398 1,307 1,297

最低（円） 1,241 1,131 1,158 1,234 1,173 1,170

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役
執行役員

社長
中西　清司

昭和25年

２月14日生

昭和48年４月日本電気株式会社入社

平成17年４月同社プロセス改革推進本部

長兼知的資産Ｒ＆Ｄユニッ

ト支配人

平成17年７月同社ものづくり革新ユニッ

ト支配人兼知的資産Ｒ＆Ｄ

ユニット支配人

平成18年４月同社執行役員

平成20年４月同社執行役員常務

平成21年４月当社顧問

平成21年６月当社代表取締役執行役員社

長（現任）

※１ 1,600

取締役
執行役員

常務
前川　和彦

昭和27年

４月28日生

昭和52年４月日本電気株式会社入社

平成15年４月同社第二コンピュータ事業

本部クライアント・サーバ

事業部長

平成16年４月当社主席技師長

平成17年４月当社執行役員

平成20年４月当社執行役員常務

平成20年６月当社取締役執行役員常務

（現任）

※１ 4,400

取締役
執行役員

常務
花田　信夫

昭和27年

１月24日生

昭和49年４月日本電気株式会社入社

平成16年４月同社ソフトウェア販売推進

本部長

平成18年10月当社営業主幹

平成19年４月当社執行役員

平成21年４月当社執行役員常務

平成21年６月当社取締役執行役員常務

（現任）

※１ 600

取締役
執行役員

常務
高須賀 芳紀

昭和27年

２月11日生

昭和51年４月日本電気株式会社入社

平成15年10月同社パーソナルソリュー

ション企画本部長

平成19年10月当社経営企画部長

平成20年４月当社執行役員兼経営企画部

長

平成21年４月当社執行役員

平成22年４月当社執行役員常務

平成22年６月　当社取締役執行役員常務

（現任）

※１ 900
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役
執行役員

常務
鯵坂　忠志

昭和26年

４月２日生

昭和45年４月当社入社

平成16年７月当社東京第二支社長代理

平成18年４月当社東京第二支社長

平成20年４月当社東京ブロック企画本部

長

平成21年４月当社執行役員

平成22年４月当社執行役員常務

平成22年６月　当社取締役執行役員常務

（現任）

※１ 4,200

取締役 執行役員 米沢　義博
昭和25年

７月18日生

昭和49年４月日本電気株式会社入社

平成17年４月同社首都圏営業本部神奈川

支社長

平成18年４月当社営業主幹

平成18年６月当社取締役執行役員

平成19年４月当社取締役執行役員兼ソ

リューション事業推進本部

長

平成19年10月当社取締役執行役員（現

任）

※１ 3,000

取締役 執行役員 菊地　隆夫
昭和30年

８月19日生

昭和53年４月日本電気株式会社入社

平成14年７月同社ＮＥＣネットワークス

経理部第二部長

平成15年６月ＮＥＣオーストラリア社最

高財務責任者

平成19年５月当社経理部長

平成20年４月当社執行役員兼経理部長

平成21年６月当社取締役執行役員兼経理

部長（現任）

※１ 300

取締役 － 東野　正
昭和25年

５月16日生

昭和49年４月日本電気株式会社入社

平成17年４月同社第二ソリューション事

業本部副事業本部長

平成18年４月同社公共・医療ソリュー

ション事業本部長

平成19年４月同社執行役員兼公共・医療

ソリューション事業本部長

平成21年６月当社取締役（非常勤）（現

任）

平成22年４月日本電気株式会社執行役員

常務兼公共・医療ソリュー

ション事業本部長（現任）

※１ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 － 中江　靖之
昭和33年

１月12日生

昭和56年４月日本電気株式会社入社

平成17年４月同社第五ソリューション事

業本部流通ソリューション

事業部長

平成18年４月同社流通・サービスソ

リューション事業本部流通

ソリューション事業部長

平成19年４月同社流通・サービスソ

リューション事業本部ＤＣ

Ｍソリューション事業部長

平成20年４月同社流通・サービスソ

リューション事業本部長

平成21年４月同社流通・サービス業ソ

リューション事業本部長

平成22年４月同社執行役員兼流通・サー

ビス業ソリューション事業

本部長（現任）

平成22年６月当社取締役（非常勤）（現

任）

※１ －

取締役 － 小林 喜一郎
昭和32年

11月29日生

平成元年３月 株式会社三菱総合研究所経

営コンサルティング部研究

員

平成５年３月 同社退社

平成８年９月 慶應義塾大学博士課程修了

（経営学博士）

平成12年４月慶應義塾大学大学院経営管

理研究科（ビジネス・ス

クール）助教授

平成18年４月慶應義塾大学大学院経営管

理研究科（ビジネス・ス

クール）教授（現任）

平成22年６月当社取締役（非常勤）（現

任）

※１ －

監査役

（常勤）　
－ 大和田　尚

昭和26年

10月１日生

昭和45年４月当社入社

平成17年４月当社東京第一支社長

平成18年４月当社ＣＳＲ経営監査部長

平成22年４月当社シニアエキスパート

平成22年６月当社監査役（現任）

※２ 900

 

EDINET提出書類

ＮＥＣフィールディング株式会社(E05298)

有価証券報告書

 33/117



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役

（常勤）　
 － 村木　和彦

昭和28年

３月24日生

昭和51年４月日本電気株式会社入社

平成15年10月同社パーソナルソリュー

ション企画本部長代理

平成17年７月同社ＢＩＧＬＯＢＥ事業本

部事業開発統括マネー

ジャー

平成17年11月埼玉日本電気株式会社経営

企画統括部長兼経営企画室

長

平成18年６月同社取締役経営企画室長

平成22年４月同社取締役経営企画統括部

長

平成22年６月当社監査役（現任）

※２ 100

監査役 － 板澤　幸雄
昭和22年

10月５日生

昭和57年11月司法試験合格

昭和60年４月弁護士登録（第一東京弁護

士会）

平成３年４月 永田町法律事務所パート

ナー（現任）

平成10年11月当社顧問弁護士

平成15年６月当社監査役（非常勤）（現

任）

※３ －

監査役 － 川島　勇
昭和34年

２月20日生

昭和56年４月日本電気株式会社入社

平成16年８月同社経理部統括マネー

ジャー

平成20年７月同社キャリアネットワーク

企画本部長代理

平成21年４月同社経理部長（現任）

平成22年６月当社監査役（非常勤）（現

任）

※２ －

    計  16,000

　

　（注）１．取締役 東野正、中江靖之及び小林喜一郎の３氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役 村木和彦、板澤幸雄及び川島勇の３氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３．当社は、取締役 小林喜一郎及び監査役 板澤幸雄の両氏を、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役

員として指定し、同取引所に届け出ております。　

４．※１　取締役の任期は、平成22年６月21日から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時

株主総会の終結の時までであります。

※２　監査役 大和田尚、村木和彦及び川島勇の３氏の任期は、平成22年６月21日から４年以内に終了する事

業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までであります。

※３　監査役 板澤幸雄氏の任期は、平成19年６月20日から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の終結の時までであります。 
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

 　当社は、企業価値の最大化を図るためにはコーポレート・ガバナンスの強化が重要であると認識しており、経営の

透明性及び健全性の確保並びにアカウンタビリティーの向上に努めています。

　① 会社の機関の内容

　　当社は、株主総会のほか、会社法上の機関として、取締役会、監査役会及び会計監査人を設置しています。また、執

行役員制度（取締役会で選任された執行役員が業務執行を行い、取締役会及び監査役がこれを監督・監視する

という経営管理体制）を導入し、意思決定の一層の迅速化及び取締役会の監督・監視機能の強化を図っていま

す。

(a) 取締役・取締役会

　当社の取締役は、10名です。取締役会は、毎月１回の定時開催に加え、必要に応じて臨時に開催しています。な

お、取締役会において取締役の選任基準を定め、代表取締役を含む取締役若干名で構成する会議において事前審

議を行った上で、その候補者を決定することとしています。また、取締役の経営責任の明確化を図るため、取締役

の任期を１年にしています。

(b) 執行役員・執行役員会議

　執行役員は、取締役会において選任しています。なお、代表取締役（１名）は執行役員社長を兼務しています。

また、その他の常勤取締役のうち４名が執行役員常務を、２名が執行役員を兼務しています。そのほか、従業員の

執行役員が11名います。

　なお、取締役会を中心とする意思決定プロセスにおいて適正かつ妥当な経営判断を確保するため、重要な事項

については、執行役員会議（執行役員社長以下の全執行役員をメンバーとする会議体）等において事前に審議

しています。

(c) 監査役・監査役会

　当社の監査役は、４名（うち２名は常勤監査役）です。監査役会は、原則として隔月１回、開催しています。監査

役は、取締役会に出席し、必要に応じ意見を述べるほか、執行役員会議その他の重要な会議への出席、取締役や執

行役員等からの報告の聴取、重要な決裁書類の閲覧等により取締役の職務の執行を監査しています。なお、監査

役のうち２名は、親会社において経理業務の経験を有しており、経理・財務に関する知見を有しています。また、

当社は、監査役の職務を補助する専任スタフ（２名）を配置しています。

(d) 社外取締役及び社外監査役

　当社は、社外の客観的な見地から経営上の助言を受け、コーポレート・ガバナンスを一層強化するため、社外取

締役を選任しています。社外取締役は、取締役10名中３名であり、当社のコーポレート・ガバナンスの強化のた

めに適切であると考えています。

　当社の社外取締役の東野正及び中江靖之の両氏は、当社の事業領域に深い見識を有することから、当社の事業

戦略及び事業執行に即した観点からの助言及び監督・監視において、社外取締役としての役割を果たすことが

できると考えています。また、小林喜一郎氏は、経営学の専門家であり、一般株主の立場からの助言及び監督・監

視において、社外取締役としての役割を果たすことができると考えています。

　当社の社外監査役は、監査役４名中３名であり、実効性のある監査のために適切であると考えています。

　当社の社外監査役の村木和彦氏は、経理業務の経験と経営者としての経験を有し、これらに基づく高度な見識

と専門的知見により社外監査役としての役割を果たすことができると考えています。板澤幸雄氏は弁護士であ

り、当社の業務執行に関する法的側面からの監査において社外監査役としての役割を果たすことができると考

えています。また、川島勇氏は、当社の親会社における経理業務の経験と専門的知見により社外監査役としての

役割を果たすことができると考えています。

　当社の社外取締役の小林喜一郎及び社外監査役の板澤幸雄の両氏は、株式会社東京証券取引所が定める有価証

券上場規程第436条の２第１項に定める独立役員です。

　当社の社外取締役の東野正及び中江靖之並びに社外監査役の川島勇の３氏は、当社の親会社である日本電気株

式会社の使用人です。なお、当社と各社外取締役及び各社外監査役との間には、特別な利害関係はありません。
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(e) 会計監査人

　会計監査人には、あずさ監査法人を選任しています。同監査法人は、金融商品取引法に基づく監査も行っていま

す。

(f) 内部監査部門、内部統制部門

　当社は、内部監査部門として経営監査部を設置しています。内部監査スタフ（11名）は、社内規程の遵守状況、

管理システムや事業活動全般の妥当性・効率性等について内部監査を実施しています。

　監査役（社外監査役３名を含む）、会計監査人及び内部監査部門は、適宜、監査についての情報交換を行う等、

緊密に連携しています。

　内部統制部門は、内部統制の状況について、監査役、会計監査人及び内部監査部門に報告するほか、意見交換、情

報交換を行う等、緊密な関係にあります。また、非常勤監査役は、これらの状況及び内容について、常勤監査役か

ら情報を入手しています。

(g) 現状の体制を採用する理由

　当社は、委員会等設置会社制度の開始前から執行役員制度を導入しており、監査役と会計監査人や内部監査部

門の連携、独立役員を含む社外取締役及び社外監査役の選任、取締役会による執行役員の業務執行の監督・監視

といった体制を整備することによりコーポレート・ガバナンスの強化を図ることができると考えているため、

上記の体制を採用しています。

　（注） 上記の人員数は提出日（平成22年６月21日）現在のものです。
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　② 内部統制システムの整備の状況

　　当社は、取締役会において「内部統制システムの整備に関する基本方針」を決定し、この基本方針に従って当社

及び当社グループの業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）を整備、運用するとともに、その整

備・運用状況について定期的に評価を行い、改善に努めています。

　当社の内部統制システムの概要は以下のとおりです。

(a) 企業倫理・コンプライアンス体制

　企業倫理及び遵法精神に基づく企業行動の徹底を図るため、当社グループの役員及び従業員が日常の業務遂行

において遵守すべき事項を定める「ＮＥＣフィールディンググループ行動規範」を制定するとともに、法令遵

守を確保するための社内規程やマニュアルを整備し、社内教育等を通じて周知徹底に努めています。

　また、ＣＳＲ担当執行役員を委員長とするコンプライアンス委員会を中心に全社の法令遵守確保のための推進

活動を実施しています。なお、当社の従業員や当社グループ会社・資材取引先会社の従業員が当社グループの法

令違反や不正行為等を発見した場合、不利益を受けることなく直ちに当社に通報できるよう、内部通報窓口（通

報窓口は社外委託先）を設置しています。

　また、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力による不当要求に対しては、警察等の外部専門機関

と緊密に連携し、法的対応を含め、組織的に毅然とした態度で対応するとともに、これら反社会的勢力とは一切

の関係を遮断することとしています。

(b) リスク管理体制

　当社の事業運営に関して発生しうる諸種のリスク（災害、コンプライアンス、環境、品質、情報セキュリティ、財

務その他に関するリスク）の管理に関する基本的事項（基本方針や社内体制など）を定める「リスクマネジメ

ント規程」を制定し、同規程及び関連するその他の社内規程等に基づいて全社のリスク管理を行っています。

　また、危機管理担当の執行役員を委員長とする危機管理委員会を設置し、同委員会を中心に社内各部門がリス

ク管理を実施し、関係スタフ部門・事業推進部門が、各部門が行うリスク管理を支援しています。なお、経営に重

大な影響を与える不測の事態が発生した場合は、直ちに執行役員社長を本部長とする緊急対策本部を設置し、迅

速な対応を行うこととしています。

　経営判断に関するリスクについては、取締役会、執行役員会議等において十分に議論を尽くし、かつ必要に応じ

て外部専門家の意見も徴したうえで意思決定することにより対応しています。

(c) 情報の保存、管理体制

　株主総会、取締役会、執行役員会議等の重要な会議体の議事録、決裁文書、その他業務に関する文書は、法令及び

関連する社内規程等に従って、適切に作成、保存、管理することとしています。また、企業秘密、顧客情報、個人情

報等の適切な保存、管理のための社内規程を制定し、情報セキュリティの確保を図っています。

(d) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

　当社から子会社に取締役又は監査役を派遣しています。また、遵法体制等の整備に関する指導・支援を行うと

ともに、内部監査部門が、子会社に対し定期的に監査を行い、必要に応じ、改善の指導・勧告を行っています。

　当社グループの財務報告に係る内部統制については、金融商品取引法その他の法令に基づき、その評価、維持、

改善等を行うこととしています。

　また、当社グループにおける業務の適正化及び効率化の観点から、業務プロセスの改善及び標準化を推進する

とともに、情報システムによる一層の統制強化に努めています。

　③ 情報開示

　　当社は、経営の透明性を高めるとともに、市場から適切な企業価値の評価を得るためには、迅速かつ適切で公平

な情報開示が重要であると認識しており、法令や証券取引所規則に従った情報開示はもちろんのこと、ＩＲ活動

の強化やホームページの内容の充実等により自発的な情報開示にも努めています。
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　④ 会計監査の状況

　　あずさ監査法人による当事業年度の会計監査の状況は以下のとおりです。

・業務を執行した公認会計士

所属監査法人名 公認会計士の氏名 継続監査年数

 　　あずさ監査法人 小林　茂夫 ２年

 　　 浜田　康 ２年

 　　 構　康二 ２年

　なお、当社とあずさ監査法人又は同監査法人の業務執行社員との間には特別の利害関係はありません。

・監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　５名

会計士補等　９名

その他　　　８名

　⑤ 役員報酬の内容

(a) 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　
報酬等の総額

（百万円）　

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（人）基本報酬 賞与

取締役

（社外取締役を除く。）　
124　 94　 30　 9　

監査役

（社外監査役を除く。）　
26　 26 －　 2

社外役員 5　 5 －　 4

（注）１．平成21年６月25日開催の第53期定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役２名の在任中の

報酬額が含まれています。

２．当社は、ストックオプションを発行しておりません。また、当社は、平成14年６月18日開催の取締役

会において、退職慰労金を廃止しております。

３．当社は、使用人兼務取締役に対し、使用人分の給与を支払っていません。

(b) 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　当社は、取締役会において、取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を以下のとおり定めて

います。

取締役の報酬等は、基本報酬（月額報酬）及び賞与の２種類とし、株主総会で決議された一事業年度の報酬

限度額（２億円）の範囲内で、以下のとおり決定する。

（基本報酬）

代表取締役執行役員社長及び社外取締役の基本報酬の額は、取締役会で決定する。執行役員社長以外の執

行役員を委嘱された取締役の基本報酬については、毎年４月に、取締役会の授権を受けた代表取締役執行役

員社長が、取締役会で定めた執行役員の役位別報酬幅の範囲内で、各取締役の経歴、前期の業務遂行に対す

る個人業績評価等を勘案して、当該事業年度に係る額を決定する。

（賞与）

代表取締役執行役員社長の賞与の額は、前期の当社グループの業績等を反映した金額とし、社会水準等を

勘案の上、取締役会の授権を受けた代表取締役執行役員社長が決定する。執行役員社長以外の執行役員を委

嘱された取締役の賞与の額は、前期の当社グループの業績、社会水準、前期の業務遂行に対する個人業績等

を勘案の上、取締役会の授権を受けた代表取締役執行役員社長が決定する。なお、社外取締役に対しては賞

与を支払わない。

EDINET提出書類

ＮＥＣフィールディング株式会社(E05298)

有価証券報告書

 38/117



　また、監査役の報酬等は、基本報酬（月額報酬）のみとし、株主総会で決議された一事業年度の報酬限度額（６

千万円）の範囲内で、常勤監査役、独立役員である非常勤監査役、それ以外の非常勤監査役の区分毎に、監査役の

協議により決定しています。

　

　⑥ 株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　　　５銘柄　24百万円

　

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

　銘柄 株式数（株）　　
貸借対照表計上額

（百万円）　
保有目的　

三和コンピュータ㈱ 24,000 12事業戦略投資　

新興サービス㈱　 20,000 10事業戦略投資　

㈱神戸コミュニティ・エクス

チェンジ　
50　 2事業戦略投資　

NECディスプレイソリュー

ションズ㈱　
12 0事業戦略投資　

㈱システムプロデュース　 300 0事業戦略投資　

 

　⑦ 剰余金の配当等の決定機関

　　当社は、配当等の機動的な決定を可能とするため、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項を取

締役会の決議により定めることができる旨を定款に定めています。

 

　⑧ 取締役の員数

　　当社は、取締役を10名以内とする旨を定款に定めています。

 

　⑨ 取締役の選任決議の要件

　　当社は、取締役の選任決議に関し、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款に定めています。

 

　⑩ 株主総会の特別決議の要件

　　当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める特別決議に関し、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を

定款に定めています。

  

　⑪ 取締役会及び監査役の責任免除

　　当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分に発揮できるようにするため、会社法第426条第１項の規定

により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む）及び監査役（監査役であった者を含む）

の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議で免除することができる旨を定款に定めています。

 

　⑫ 責任限定契約の内容の概要

　　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しています。当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第１項に定める金額

の合計額としています。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役又は社外監査役が責任の原因と

なった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 113 － 113 －

連結子会社 － － － －

計 113 － 113 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度及び当連結会計年度）

　　該当事項はありません。　 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　　該当事項はありません。

（当連結会計年度）

　　当社は、連結財務諸表の作成にあたり適用する会計基準を現在使用している日本の会計基準から国際財務報告

基準（ＩＦＲＳ）に変更するための指導及び助言業務を、平成22年３月からあずさ監査法人に委託しておりま

す。なお、当連結会計年度は当該業務に対する報酬の支払いはありません。 

④【監査報酬の決定方針】

　　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当

連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年

度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月

31日まで）及び当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度

（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）及び当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。

　

　なお、当社の監査人は前連結会計年度及び前事業年度に新日本監査法人からあずさ監査法人に交代しております。

　これに伴う臨時報告書に記載した事項は以下のとおりであります。

　(1) 異動に係る監査公認会計士等の氏名・名称

　　　就任した監査公認会計士等の名称　あずさ監査法人

　(2) 異動の年月日

　　　平成20年６月25日　

　 　 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、公益財団法人財務

会計基準機構へ加入し、会計基準等の内容を適切に把握するとともに、会計基準等の変更等について的確に対応する

ための体制整備を行っております。また、関係する法令・会計制度の動向を把握するため、監査法人やディスクロー

ジャー専門会社が主催するセミナーに適時参加しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,646 6,617

関係会社預け金 ※
 15,700

※
 17,601

受取手形及び売掛金 42,663 42,502

リース投資資産 30 24

有価証券 490 －

商品及び製品 2,411 2,404

仕掛品 921 1,278

原材料及び貯蔵品 21,117 20,276

繰延税金資産 7,155 6,755

その他 1,889 2,314

貸倒引当金 △64 △67

流動資産合計 99,960 99,707

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 5,373 5,774

減価償却累計額 △3,119 △3,229

建物及び構築物（純額） 2,253 2,545

機械装置及び運搬具 9 13

減価償却累計額 △2 △3

機械装置及び運搬具（純額） 6 9

工具、器具及び備品 3,568 3,226

減価償却累計額 △3,190 △2,911

工具、器具及び備品（純額） 377 315

土地 1,144 1,144

リース資産 806 1,175

減価償却累計額 △125 △368

リース資産（純額） 680 807

有形固定資産合計 4,463 4,822

無形固定資産

のれん 643 445

その他 6,777 7,120

無形固定資産合計 7,421 7,566

投資その他の資産

投資有価証券 880 846

長期貸付金 2 1

前払年金費用 12,695 12,655

繰延税金資産 2,432 2,412

その他 4,453 4,388
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

貸倒引当金 △396 △396

投資その他の資産合計 20,067 19,909

固定資産合計 31,952 32,298

資産合計 131,912 132,006

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 23,301 20,526

リース債務 201 287

未払費用 3,126 2,738

未払法人税等 3,037 2,227

前受金 8,754 9,645

賞与引当金 5,250 4,914

役員賞与引当金 21 17

ポイント引当金 12 3

その他 2,042 1,794

流動負債合計 45,748 42,155

固定負債

リース債務 526 569

退職給付引当金 15,256 16,235

その他 461 451

固定負債合計 16,244 17,256

負債合計 61,993 59,412

純資産の部

株主資本

資本金 9,670 9,670

資本剰余金 10,161 10,161

利益剰余金 50,176 52,867

自己株式 △0 △0

株主資本合計 70,006 72,697

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △91 △105

為替換算調整勘定 △17 △14

評価・換算差額等合計 △108 △120

少数株主持分 21 16

純資産合計 69,919 72,593

負債純資産合計 131,912 132,006
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高 211,086 190,895

売上原価 ※3
 175,260

※3
 156,592

売上総利益 35,826 34,303

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 25,343

※1, ※2
 24,108

営業利益 10,483 10,194

営業外収益

受取利息及び配当金 96 73

保険事務手数料 44 45

販売報奨金 22 17

保険配当金 160 133

受取保険金 51 37

受取補償金 55 5

前受金償却額 70 －

その他 134 117

営業外収益合計 636 430

営業外費用

支払利息 11 21

固定資産廃棄損 481 49

敷金償却損 0 23

事業統合費用 ※5
 229

※5
 156

事務所移転費用 ※6
 181

※4
 201

その他 132 60

営業外費用合計 1,036 513

経常利益 10,083 10,111

特別損失

たな卸資産評価損 ※3
 272 －

事業整理損 ※7
 208 －

ソフトウエア除却損 － ※8
 1,135

特別損失合計 481 1,135

税金等調整前当期純利益 9,602 8,975

法人税、住民税及び事業税 4,367 3,679

法人税等調整額 △95 429

法人税等合計 4,272 4,109

少数株主利益又は少数株主損失（△） 55 △5

当期純利益 5,275 4,872
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 9,670 9,670

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,670 9,670

資本剰余金

前期末残高 10,161 10,161

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,161 10,161

利益剰余金

前期末残高 47,355 50,176

当期変動額

剰余金の配当 △2,454 △2,181

当期純利益 5,275 4,872

当期変動額合計 2,820 2,690

当期末残高 50,176 52,867

自己株式

前期末残高 △0 △0

当期変動額

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

前期末残高 67,185 70,006

当期変動額

剰余金の配当 △2,454 △2,181

当期純利益 5,275 4,872

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 2,820 2,690

当期末残高 70,006 72,697
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △62 △91

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△28 △14

当期変動額合計 △28 △14

当期末残高 △91 △105

為替換算調整勘定

前期末残高 13 △17

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△31 2

当期変動額合計 △31 2

当期末残高 △17 △14

評価・換算差額等合計

前期末残高 △48 △108

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△60 △11

当期変動額合計 △60 △11

当期末残高 △108 △120

少数株主持分

前期末残高 167 21

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △145 △5

当期変動額合計 △145 △5

当期末残高 21 16

純資産合計

前期末残高 67,304 69,919

当期変動額

剰余金の配当 △2,454 △2,181

当期純利益 5,275 4,872

自己株式の取得 △0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △205 △16

当期変動額合計 2,615 2,674

当期末残高 69,919 72,593
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 9,602 8,975

減価償却費 2,130 2,232

のれん償却額 121 198

たな卸資産評価損 272 －

有価証券償還損益（△は益） △11 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 115 2

賞与引当金の増減額（△は減少） △435 △335

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6 △4

退職給付引当金の増減額（△は減少） △694 978

ポイント引当金の増減額（△は減少） 12 △8

受取利息及び受取配当金 △96 △73

支払利息 11 21

有形固定資産廃棄損 47 103

有形固定資産売却損益（△は益） 3 －

無形固定資産廃棄損 431 1,137

無形固定資産評価損 42 0

事業整理損失 208 －

ゴルフ会員権評価損 2 4

売上債権の増減額（△は増加） 5,742 160

たな卸資産の増減額（△は増加） 670 490

前払年金費用の増減額（△は増加） △1,458 39

その他の資産の増減額（△は増加） △290 △397

仕入債務の増減額（△は減少） △4,981 △2,774

未払費用の増減額（△は減少） 57 △332

未払事業税の増減額（△は減少） 0 △9

未払消費税等の増減額（△は減少） 127 △264

前受金の増減額（△は減少） 1,813 890

その他の負債の増減額（△は減少） 418 △46

小計 13,858 10,991

利息及び配当金の受取額 93 73

利息の支払額 △11 △21

事業整理による支出 △139 －

法人税等の支払額 △3,817 △4,478

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,984 6,565
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 11 500

有形固定資産の取得による支出 △292 △959

有形固定資産の売却による収入 12 1

無形固定資産の取得による支出 △3,013 △2,873

子会社株式の取得による支出 △426 －

その他 △115 58

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,823 △3,274

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △0 －

リース債務の返済による支出 △122 △239

配当金の支払額 △2,452 △2,182

少数株主への配当金の支払額 △47 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,622 △2,421

現金及び現金同等物に係る換算差額 △33 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,504 872

現金及び現金同等物の期首残高 19,815 23,346

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 26 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 23,346

※1
 24,219
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　６社

　連結子会社の名称

　エヌデック株式会社

フィールディングサポートク

ルー株式会社

ＮＥＣ飛鼎克信息技術服務（北

京）有限公司

ＮＥＣインフロンティアシステ

ムサービス株式会社

フィールディングシステムテク

ノロジー株式会社

日電飛鼎克系統集成技術（北

京）有限公司

　上記のうち、日電飛鼎克系統集成技術

（北京）有限公司については、平成20年2

月5日に設立し、平成20年4月1日に営業を

開始したため、当連結会計年度より連結の

範囲に含めております。

連結子会社の数　５社

　連結子会社の名称は、「第１　企業の概

況　４ 関係会社の状況」に記載してい

るため、省略しております。

　なお、前連結会計年度まで連結の範囲

に含めておりましたＮＥＣインフロン

ティアシステムサービス株式会社は、平

成21年４月１日付けで当社による吸収

合併により消滅したため、当連結会計年

度より連結の範囲から除いております。

  (2）非連結子会社の名称等

──────

 　　　　　　

２．持分法の適用に関する事

項

　非連結子会社及び関連会社はありません

ので、該当事項はありません。

　　　　　　　　同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の決算日は、ＮＥＣ飛鼎克信

息技術服務（北京）有限公司及び日電飛

鼎克系統集成技術（北京）有限公司を除

き、連結決算日と一致しております。

  連結財務諸表の作成にあたっては、両社

についてはその決算日（12月31日）現在

の財務諸表を使用しております。ただし、

連結決算日までの期間に発生した重要な

取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。

　　　　　　　　同左

４．会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

 その他有価証券

①時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております。）

その他有価証券

①時価のあるもの

同左

 ②時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

②時価のないもの

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 ロ　たな卸資産

①商品及び製品、原材料　

総平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）を採

用しております。 

②仕掛品、貯蔵品

個別法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用

しております。

ロ　たな卸資産

①商品及び製品、原材料　

総平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）を採

用しております。 

②仕掛品、貯蔵品

個別法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）を採用

しております。

 　（会計方針の変更） 

　当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第

９号　平成18年７月５日公表分）を適用

しております。

　これによる連結財務諸表に与える影響

はありません。 

　 

 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

 イ　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、アウトソーシング用資産に

ついては定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物　　　２～50年

機械装置及び運搬具　　　10年

工具、器具及び備品　２～20年 

　（会計方針の変更） 

　当連結会計年度よりアウトソーシン　

グなどの定期的な収入を得る事業に供

している有形固定資産については、定額

法を採用しております。この変更は、当

該事業の重要性が高まったことから、関

連する収入と減価償却費の対応をより

明確にするために行ったものです。

　これにより、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益は、20百万円増加

しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しています。

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、アウトソーシング用資産に

ついては定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物及び構築物　　　３～50年

機械装置及び運搬具　　　５年

工具、器具及び備品　２～20年 
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(最長５年)に基づいて償却してお

ります。

ロ　無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 ハ　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始日が

平成20年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 

ハ　リース資産

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準

 イ　貸倒引当金

　当社及び連結子会社は、売上債権、

貸付金等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

イ　貸倒引当金

同左

 ロ　賞与引当金

　当社及び連結子会社は、従業員に

対する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき当連結会計年度

末において発生していると認めら

れる額を計上しております。

ロ　賞与引当金

同左　

 ハ　役員賞与引当金

　当社及び連結子会社は、役員に対

する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当連結会計年度末

において発生していると認められ

る額を計上しております。

ハ　役員賞与引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 ニ　退職給付引当金

　当社及び連結子会社は、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生している

と認められる額を退職給付引当金

または前払年金費用として計上し

ております。

　過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間による定

額法により費用処理しております。

 

ニ　退職給付引当金

　同左　 

 　数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしておりま

す。

　

 　 （会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「「退職給付に

係る会計基準」の一部改正（その

３）」（企業会計基準第19号　平成20年

７月31日）を適用しております。

　なお、これによる営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益に与える影

響はありません。　

 ホ　ポイント引当金

　顧客に付与されたポイントの使用

による費用発生に備えるため、当連

結会計年度末において将来使用さ

れると見込まれる額を計上してお

ります。

　　（追加情報） 

　当社インターネット販売サイトの

顧客に付与されたポイントの使用

による費用発生に備えるため、当連

結会計年度末において将来使用さ

れると見込まれる額をポイント引

当金として計上しております。

ホ　ポイント引当金

　顧客に付与されたポイントの使用

による費用発生に備えるため、当連

結会計年度末において将来使用さ

れると見込まれる額を計上してお

ります。
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 (4）重要な収益及び費用の計上基準 (4）重要な収益及び費用の計上基準

 ────── 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ　当連結会計年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる工

事 

　　工事進行基準（工事の進捗率の見積

りは原価比例法）

ロ　その他の工事

　　工事完成基準　

 　 （会計方針の変更） 

　請負工事に係る収益の計上基準につい

ては、従来、工事完成基準を適用してお

りましたが、当連結会計年度より、「工

事契約に関する会計基準」（企業会計

基準第15号　平成19年12月27日）及び

「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号　平

成19年12月27日）を適用し、当連結会計

年度に着手した工事契約から、当連結会

計年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事については

工事進行基準（工事の進捗率の見積り

は原価比例法）を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用しております。

　これにより、売上高は89百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ14百万円増加して

おります。なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載しておりま

す。

 (5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準

 　外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産及び

負債は、連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為替換算

調整勘定に含めて計上しております。

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 (6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

(6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項

 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の定額法により償却を行ってお

ります。 

同左

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３か月

以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。

同左

８．金額の表示方法 　金額は百万円未満を切り捨てて表示して

おります。

同左

EDINET提出書類

ＮＥＣフィールディング株式会社(E05298)

有価証券報告書

 54/117



【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

  （リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用してお

ります。

　これにより、営業利益が６百万円増加し、経常利益及び税

金等調整前当期純利益は、それぞれ５百万円減少しており

ます。 

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。 

 ──────　　

 （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い）

　当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報

告第18号　平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要

な修正を行っております。

　これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益は、それぞれ10百万円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載し

ております。 

  

 

【表示方法の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

（連結貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度にお

いて、「たな卸資産」として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及

び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会計年

度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛

品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ2,390百万円、

1,267百万円、21,735百万円であります。

──────
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

※  「関係会社預け金」は日本電気㈱グループの資金効

率向上をはかるための資金集中管理システムの当連

結会計年度末残高であります。

※  　　　　　　　　　　同左

 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

(1）給料手当 12,069百万円

(2）賞与引当金繰入額 1,081 

(3）役員賞与引当金繰入額 21 

(4）退職給付費用 465 

(5）減価償却費 1,471 

(6）賃借料 1,721 

(7）貸倒引当金繰入額 256 

(8）ポイント引当金繰入額 12 

(1）給料手当 11,904百万円

(2）賞与引当金繰入額 1,091 

(3）退職給付費用 764 

※２　研究開発費の総額

　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は144百

万円であります。

※２　研究開発費の総額

　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は71百万

円であります。

※３　　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

※３　　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の

低下による簿価切下額

売上原価 989百万円

特別損失 272百万円

売上原価 155百万円

      　特別損失の272百万円は、従来のたな卸資産の評価

基準をより実態に即した見積方法に見直した結果、

臨時的に発生した評価損であります。 

      　 

　４　　　　　　　　　────── ※４　　事務所移転費用は、分散ロスの解消等を目的とし、

当社東京ブロックに所属する各部門の事務所を、東

京都港区芝浦に統合した際に発生した移転費用で

あります。

※５　　事業統合費用は、当社グループの経営効率化を図る

ため、当社と子会社ＮＥＣインフロンティアシステ

ムサービス㈱の営業拠点等の統合作業を行ったこ

とに伴うものであります。

※５　　　　　　　　　　　同左

※６　　事務所移転費用は、保守用部品の供給・修理・配備

の一元化による生産革新を目的とした、当社リペア

部門の保守用部品管理センターへの移転に伴うも

のであります。

　６　　　　　　　　　──────

※７　　光メディアのプレス生産業務の終結に伴う設備除

却費用等であります。

　７　　　　　　　　　──────

　８　　　　　　　　　────── ※８　　現在開発中の次世代コールセンターの開発方針の

変更に伴い発生した不要ソフトウェア資産の廃棄

費用であります。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 54,540,000 － － 54,540,000

合計 54,540,000 － － 54,540,000

自己株式     

普通株式（注） 448 80 － 528

合計 448 80 － 528

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加80株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成20年5月21日

取締役会
普通株式 1,363 25 平成20年3月31日平成20年6月9日

平成20年10月29日

取締役会
普通株式 1,090 20 平成20年9月30日平成20年12月4日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成21年5月29日

取締役会
普通株式 1,090利益剰余金 20 平成21年3月31日平成21年6月9日
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当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 54,540,000 － － 54,540,000

合計 54,540,000 － － 54,540,000

自己株式     

普通株式 528 － － 528

合計 528 － － 528

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成21年5月29日

取締役会
普通株式 1,090 20 平成21年3月31日平成21年6月9日

平成21年10月29日

取締役会
普通株式 1,090 20 平成21年9月30日平成21年12月3日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年5月26日

取締役会
普通株式 1,090利益剰余金 20 平成22年3月31日平成22年6月7日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成21年３月31日現在） （平成22年３月31日現在）

（単位：百万円） （単位：百万円）

現金及び預金勘定 7,646

関係会社預け金 15,700

現金及び現金同等物 23,346

現金及び預金勘定 6,617

関係会社預け金 17,601

現金及び現金同等物 24,219

　２　重要な非資金取引の内容

　　　当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リー

ス取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ

692百万円及び697百万円であります。

　２　重要な非資金取引の内容

　　　当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リー

ス取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ

328百万円及び330百万円であります。
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

ファイナンス・リース取引 

　所有権移転外ファイナンス・リース取引 

　①　リース資産の内容

　（ア）有形固定資産

　　　社内ＩＴ設備（工具、器具及び備品）であります。

  （イ）無形固定資産

 　 　ソフトウェアであります。

　②　リース資産の減価償却の方法

　　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。 

ファイナンス・リース取引 

　所有権移転外ファイナンス・リース取引 

　①　リース資産の内容

　（ア）有形固定資産

同左

　

  （イ）無形固定資産

同左

　②　リース資産の減価償却の方法

同左

　

　

　　

同左

　(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物及び構築物 7 6 1
工具、器具及び備
品

3,138 1,913 1,225

車両及び運搬具 6 2 3
ソフトウェア 15 4 11

合計 3,168 1,927 1,241

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

建物及び構築物 7 7 0
工具、器具及び備
品

1,695 1,092 603

車両及び運搬具 3 2 0
ソフトウェア 15 7 7

合計 1,722 1,110 611

  (2)未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

  (2)未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 639百万円

１年超 630百万円

合計 1,270百万円

１年内 387百万円

１年超 241百万円

合計 628百万円

  (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

  (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 1,050百万円

減価償却費相当額 1,003百万円

支払利息相当額 41百万円

支払リース料 665百万円

減価償却費相当額 632百万円

支払利息相当額 22百万円

  (4)減価償却費相当額の算定方法   (4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

同左

  (5)利息相当額の算定方法   (5)利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左

EDINET提出書類

ＮＥＣフィールディング株式会社(E05298)

有価証券報告書

 59/117



（金融商品関係）

当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については一時的な余資を預金もしくは安全性の高い金融資産で運用を行うこと

としております。資金調達については、策定された資金計画に基づき、所要資金の使途を勘案のうえ、金融機関

からの長短借入金、株式の発行、社債の発行等によりこれを行うこととしております。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。　

　投資有価証券は、主に満期があるその他有価証券（債券）及び取引先企業との業務上の関係を有する企業の

株式であり、市場価格の変動リスクや当該企業の業績変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。　

　ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであ

り、償還日は決算日後、最長で約５年後であります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社及び連結子会社は、営業債権について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに

期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理　

　当社及び連結子会社は、市場価格のある投資有価証券については、定期的に時価を把握し、保有意義を継続的

に見直しております。

③　株式発行体の業績変動リスクの管理　

　当社及び連結子会社は、市場価格のない投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企業）の財務状

況等を把握し、当該企業との関係を勘案して保有意義を継続的に見直しております。

④　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社及び連結子会社は、適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を適度な水準に維持する

ことなどにより、流動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することもあります。　

２．金融商品の時価等に関する事項

　　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。　

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

(1）現金及び預金 6,617 6,617 －

(2）関係会社預け金 17,601 17,601 －

(3）受取手形及び売掛金 42,502 42,502 －

(4）投資有価証券 822 822 －

資産計 67,543 67,543 －

(1）支払手形及び買掛金 20,526 20,526 －

(2）リース債務（流動負債） 287 304 17

(3）リース債務（固定負債） 569 565 △4

負債計 21,383 21,396 12
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産　

(1)現金及び預金、(2)関係会社預け金、(3)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。　

(4)投資有価証券

　当社が保有する投資有価証券のうち、時価のあるものは満期があるその他有価証券（債券）であり、これ

らは取引金融機関から提示された価格によっております。　　　

負　債　

(1)支払手形及び買掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に

よっております。

(2)リース債務（流動負債）、(3)リース債務（固定負債）　

　これらの時価は、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引い

た現在価値により算定しております。　

　　　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

　非上場株式 　　　　　　　　　　　　　　　24

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4)投資有価

証券」には含めておりません。

　　　３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額　

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 6,617 － － －

関係会社預け金 17,601 － － －

受取手形及び売掛金 42,501 0 － －

投資有価証券 　 　 　 　

その他有価証券のうち満期があ
るもの

　 　 　 　

債券 － － － 1,000

合計 66,721 0 － 1,000

　

　　　４．リース債務の連結決算日後の返済予定額

　　　　　連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照ください。

（追加情報）　

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商品の時

価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。

　

EDINET提出書類

ＮＥＣフィールディング株式会社(E05298)

有価証券報告書

 61/117



（有価証券関係）

　
前連結会計年度（平成21年３月31日） 

　１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 1,500 1,346 △153

(3）その他 － － －

小計 1,500 1,346 △153

合計 1,500 1,346 △153
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２．時価評価されていない主な有価証券の内容

 連結貸借対照表計上額（百万円）

  その他有価証券  

非上場株式 24

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超（百万円）

１．債券     

(1）国債・地方債等 － － － －

(2）社債 － － － －

(3）その他 500 － － 1,000

２．その他 － － － －

合計 500 － － 1,000
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当連結会計年度（平成22年３月31日）

その他有価証券

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債

等
－ － －

②　社債 － － －

③　その他 822 1,000 △177

(3）その他 － － －

小計 822 1,000 △177

合計 822 1,000 △177

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　24百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）及び当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22

年３月31日）

　　当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設

けております。また、従業員の退職等に際して、割増退職金を支払う場合もあります。

  当社は、平成19年10月1日付けで、退職一時金制度の将来分の一部について、確定給付型の退職年金制度から確定

拠出年金制度へ移行しております。

２．退職給付債務に関する事項

 前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

(1）退職給付債務（百万円） △50,115 △52,361

(2）年金資産（百万円）（退職給付信託を含む） 36,049 41,244

(3）未積立退職給付債務 (1)＋(2)（百万円） △14,066 △11,117

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） 20,956 16,108

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）（百万円） △9,450 △8,570

(6）連結貸借対照表計上額純額 (3)＋(4)＋(5)（百万円） △2,561 △3,579

(7）前払年金費用（百万円） 12,695 12,655

(8）退職給付引当金 (6)－(7)（百万円） △15,256 △16,235

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　（注）１．未認識過去勤務債務（債務の減額）は、平成16

年１月１日に厚生年金基金の代行部分の返上

及び厚生年金基金から企業年金基金への移行

の認可を受け、確定給付型の企業年金基金制

度へ移行したこと及び退職金制度の改定を

行ったことにより発生したもの、並びに平成

19年10月１日に従来の確定給付型年金制度を

改訂し、また、将来分の一部に確定拠出型年金

制度等を導入し、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」（企業会計基準適用指針

第1号平成14年１月31日）を適用したことに

よるものであります。

　（注）１．　　　　　　同左

　（注）２．一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、簡便法を採用しております。

　（注）２．　　　 　　　同左
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３．退職給付費用に関する事項

 前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

退職給付費用（百万円） 2,799 3,939

(1）勤務費用（百万円） 1,940 2,057

(2）利息費用（百万円） 1,162 1,256

(3）期待運用収益（百万円） △1,313 △865

(4）過去勤務債務の費用処理額（百万円） △758 △749

(5）数理計算上の差異の費用処理額

（百万円）
1,036 1,654

(6）その他（百万円） 731 585

 （注）「(6)その他」は、主に確定拠出年金への掛金支払額であります。

 

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　（注）　過去勤務債務の費用処理額については、「２．退

職給付債務に関する事項」の(注)１に記載の過

去勤務債務に係る費用処理額であります。

　（注）　　　　　　　　　同左

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

(1）割引率（％）  2.5  2.5

(2）期待運用収益率（％） 当　社 3.5 当　社 2.75

 子会社 3.0 子会社 3.0

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準

(4）過去勤務債務の額の処理年数（年） 17 14～17

(5）数理計算上の差異の処理年数（年） 　12～18　　 　12～18　　
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成21年３月31日）

当連結会計年度
（平成22年３月31日）

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

（単位：百万円）

(繰延税金資産)   

賞与引当金 2,155 

未払事業税 262 

退職給付引当金 1,418 

たな卸資産評価損 4,264 

その他 1,529 

繰延税金資産小計 9,630 

評価性引当額 △42 

繰延税金資産合計 9,587 

繰延税金資産の純額 9,587 

（単位：百万円）

(繰延税金資産)   

賞与引当金 2,005 

未払事業税 199 

退職給付引当金 1,844 

たな卸資産評価損 4,175 

その他 1,194 

繰延税金資産小計 9,419 

評価性引当額 △251 

繰延税金資産合計 9,168 

繰延税金資産の純額 9,168 

　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

（単位：百万円）

流動資産－繰延税金資産 7,155 

固定資産－繰延税金資産 2,432 

　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

（単位：百万円）

流動資産－繰延税金資産 6,755 

固定資産－繰延税金資産 2,412 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 （％）

法定実効税率 40.7

　 　

（調整）  

地方税の均等割額 2.0

永久否認額（交際費等） 1.8

その他    △0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.5

 （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

地方税の均等割額 2.0

永久否認額（交際費等） 1.4

評価性引当金の増減額 2.3

その他    △0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.8

  

 

（企業結合等関係）

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）及び当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22

年３月31日）

　該当事項はありません。

 　

（賃貸等不動産関係）

　　　当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　当社及び連結子会社は、重要な賃貸等不動産を保有していないため、賃貸等不動産の時価等に関する注記を省略

しております。

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11

月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号　

平成20年11月28日）を適用しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

 

プロアクティ
ブ・メンテナ
ンス事業
（百万円）

フィールディ
ング・ソ
リューション
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 102,050 109,035 211,086 － 211,086

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
15 － 15 (15) －

計 102,066 109,035 211,102 (15) 211,086

営業費用 86,796 104,869 191,666 8,936 200,603

営業利益 15,269 4,165 19,435 (8,951) 10,483

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
     

資産 48,335 34,328 82,663 49,248 131,912

減価償却費 1,005 1,008 2,014 116 2,130

資本的支出 1,023 634 1,657 4,104 5,761

  （注）１．事業区分の方法

事業区分は、サービスの系列、市場の類似性等を考慮しております。

２．各区分に属する主要品目

事業区分 主要品目

プロアクティブ・メンテナンス事業 保守サービス

フィールディング・ソリューション事業
システム展開サービス、サプライサービス、

運用サポートサービス

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用

消去又は全社の項目に含めた
配賦不能営業費用の金額（百万円）

主な内容 　

8,951
当社の総務部門・経理部門等の一般管理

部門に係る費用であります。
　

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産

消去又は全社の項目に含めた
全社資産の金額（百万円）

主な内容 　

52,157

当社での余資運用資金（現金及び預金、関

係会社預け金）、有価証券、長期投資資金

（投資有価証券）、繰延税金資産及び一般

管理部門に係る資産であります。

　

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。

６．会計方針の変更及び会計処理の方法の変更

 　　(1)連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「連

結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年

５月17日）を適用しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が「プロアクティブ・メンテナンス事業」

で８百万円、「フィールディング・ソリューション事業」で２百万円増加しております。　　

EDINET提出書類

ＮＥＣフィールディング株式会社(E05298)

有価証券報告書

 68/117



 　　(2)リース取引に関する会計基準の適用

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適

用しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が「プロアクティブ・メンテナンス事業」

で４百万円、「フィールディング・ソリューション事業」で０百万円、「消去又は全社」で１百万円増加

しております。  

 　　(3)アウトソーシング事業用設備償却方法の変更

「連結財務諸表作成のための基本となる事項」に記載のとおり、当連結会計年度よりアウトソーシングな

どの定期的な収入を得る事業に供している有形固定資産については、定額法を採用しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が「フィールディング・ソリューション事

業」で20百万円増加しております。
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当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

 

プロアクティ
ブ・メンテナ
ンス事業
（百万円）

フィールディ
ング・ソ
リューション
事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ．売上高及び営業利益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 97,902 92,993 190,895 － 190,895

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
0 － 0 (0) －

計 97,902 92,993 190,896 (0) 190,895

営業費用 82,117 90,396 172,514 8,186 180,701

営業利益 15,784 2,596 18,381 (8,186) 10,194

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出
     

資産 47,819 34,028 81,848 50,157 132,006

減価償却費 1,269 834 2,104 128 2,232

資本的支出 2,395 1,753 4,149 189 4,338

  （注）１．事業区分の方法

事業区分は、サービスの系列、市場の類似性等を考慮しております。

２．各区分に属する主要品目

事業区分 主要品目

プロアクティブ・メンテナンス事業 保守サービス

フィールディング・ソリューション事業
システム展開サービス、サプライサービス、

運用サポートサービス

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用

消去又は全社の項目に含めた
配賦不能営業費用の金額（百万円）

主な内容 　

8,186
当社の総務部門・経理部門等の一般管理

部門に係る費用であります。
　

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産

消去又は全社の項目に含めた
全社資産の金額（百万円）

主な内容 　

51,187

当社での余資運用資金（現金及び預金、関

係会社預け金）、長期投資資金（投資有価

証券）、繰延税金資産及び一般管理部門に

係る資産であります。

　

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。

６．会計方針の変更

 　　（工事契約に関する会計基準）

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(4)に記載のとおり、当連結会計年度より「工

事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。この変更に伴い、

従来の方法によった場合に比べて、フィールディング・ソリューション事業で売上高が89百万円増加し、

営業利益が14百万円増加しております。　　
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自平成20年４月1日　至平成21年３月31日）及び当連結会計年度（自平成21年４月1日　至平成22年

３月31日）

　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める割

合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

 

【海外売上高】

前連結会計年度（自平成20年４月1日　至平成21年３月31日）及び当連結会計年度（自平成21年４月1日　至平成22年

３月31日）

　　海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

（追加情報）

　当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号　平成18年10月17日）及び「関連

当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日）を適用しておりま

す。 

　この結果、従来の開示対象範囲に加えて、親会社情報が開示対象に追加されております。 

１．関連当事者との取引 

　　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者との
関係
 

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社 日本電気㈱
東京都

港区
337,939

SI/サービ

ス、ソフト

ウェア、サー

バ、パソコン

等のハード

ウェアを含

む「ITソ

リューショ

ン」事業及

び携帯電話

からブロー

ドバンド

ネットワー

ク製品、社会

インフラを

含む「ネッ

トワークソ

リューショ

ン」事業等

(被所有)

67.10

（29.88）

機器の保守・

修理及び設置

等の受託、保守

部品、サプライ

品（消耗品）

等の仕入

 

役員の兼任

2人 

機器の保守

・設置、サプ

ライ品の販

売

114,313

受取手

形及び

売掛金

25,354

前受金 2,162

製品、部材の

仕入
25,924

支払手

形及び

買掛金

4,733

資金

の寄

託

預入 175,508

関係会

社預け

金

15,000
払出 172,508

受取

利息
90

　（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針については、市場価格を勘案し、当社と関連を有しない会社との取引と同

様に決定しております。

２．関係会社預け金を除く上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が

含まれております。

３．「議決権等の所有（被所有）割合（％）」欄の(29.88％)は、退職給付信託契約上、日本電気株式会社が日本

トラスティ・サービス信託銀行株式会社（住友信託銀行再信託分・日本電気株式会社退職給付信託口）に

対し、当該株式に属する議決権の行使に関する指図権を有する所有割合で、「67.10％」の内数を示したもの

であります。 

 

EDINET提出書類

ＮＥＣフィールディング株式会社(E05298)

有価証券報告書

 72/117



(2）連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者と
の関係
 

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の

親会社

を持つ

会社

ＮＥＣパー

ソナルプロ

ダクツ㈱

東京都

品川区
18,830

パソコンの

商品企画・

開発・製造

及び周辺機

器の販売・

故障診断・

修理

企業向けプ

リンタ・Ｍ

Ｔ装置の受

託開発・製

造等

－

パーソナル

機器の保守

受託等

パーソナル機

器の保守受託
7,002

受取手

形及び

売掛金

1,632

同一の

親会社

を持つ

会社

ＮＥＣネク

サソリュー

ションズ㈱

東京都

港区
815

システムイ

ンテグレー

ション、アウ

トソーシン

グ、ASPサー

ビス、ソフト

ウエアの設

計、開発、販

売、保守等 

－

機器の保守

・修理及び

ネットワー

クシステム

の導入支援

受託等

機器の保守、修

理及びネット

ワークシステ

ムの導入支援

受託等

6,066

受取手

形及び

売掛金

1,472

同一の

親会社

を持つ

会社

 

ＮＥＣファ

シリティー

ズ㈱

 

東京都

港区
240

土木建築そ

の他各種工

事の設計、請

負、監督及び

施工

不動産の管

理、売買、賃

貸借、仲介、

分譲、保守及

び修理

 

－
不動産の賃

借等

不動

産の

賃借

 

敷金・保

証金の差

入

116

差入保

証金
1,808

敷金・保

証金の返

還

17

（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針については、市場価格を勘案し、当社と関連を有しない会社との取引と同

様に決定しております。

　　　２．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1) 親会社情報

　　日本電気株式会社（株式会社東京証券取引所、株式会社大阪証券取引所、株式会社名古屋証券取引所、証券会員制法

人福岡証券取引所、証券会員制法人札幌証券取引所に上場） 

　(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　　該当事項はありません。  
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当連結会計年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）　

１．関連当事者との取引 

　　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者との
関係
 

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社 日本電気㈱
東京都

港区
397,199

SI/サービ

ス、ソフト

ウェア、サー

バ、パソコン

等のハード

ウェアを含

む「ITソ

リューショ

ン」事業及

び携帯電話

からブロー

ドバンド

ネットワー

ク製品、社会

インフラを

含む「ネッ

トワークソ

リューショ

ン」事業等

(被所有)

67.10

（29.88）

機器の保守・

修理及び設置

等の受託、保守

部品、サプライ

品（消耗品）

等の仕入

 

役員の兼任

3人 

機器の保守

・設置、サプ

ライ品の販

売

104,977

受取手

形及び

売掛金

23,255

前受金 2,597

製品、部材の

仕入
23,820

支払手

形及び

買掛金

3,710

資金

の寄

託

預入 322,925

関係会

社預け

金

17,000
払出 320,925

受取

利息
69

　（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針については、市場価格を勘案し、当社と関連を有しない会社との取引と同

様に決定しております。

２．関係会社預け金を除く上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が

含まれております。

３．「議決権等の所有（被所有）割合（％）」欄の(29.88％)は、退職給付信託契約上、日本電気株式会社が日本

トラスティ・サービス信託銀行株式会社（住友信託銀行再信託分・日本電気株式会社退職給付信託口）に

対し、当該株式に属する議決権の行使に関する指図権を有する所有割合で、「67.10％」の内数を示したもの

であります。 
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(2）連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関連当事者と
の関係
 

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の

親会社

を持つ

会社

ＮＥＣイン

フロンティ

ア㈱

東京都

千代田

区

10,331

企業ネット

ワークコ

ミュニケー

ション事業、

流通情報シ

ステムおよ

び各業種・

業態向け端

末事業

－

機器の保守

・修理及び

設置等の受

託

機器の保守・

修理及び設置

等の受託

8,060

受取手

形及び

売掛金

1,677

同一の

親会社

を持つ

会社

 

ＮＥＣファ

シリティー

ズ㈱

 

東京都

港区
240

土木建築そ

の他各種工

事の設計、請

負、監督及び

施工

不動産の管

理、売買、賃

貸借、仲介、

分譲、保守及

び修理

 

－
不動産の賃

借等

不動

産の

賃借

 

敷金・保

証金の差

入

284

差入保

証金
1,865

敷金・保

証金の返

還

228

（注）１．取引条件ないし取引条件の決定方針については、市場価格を勘案し、当社と関連を有しない会社との取引と同

様に決定しております。

　　　２．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　(1) 親会社情報

　　日本電気株式会社（株式会社東京証券取引所、株式会社大阪証券取引所、株式会社名古屋証券取引所、証券会員制法

人福岡証券取引所、証券会員制法人札幌証券取引所に上場） 

　(2) 重要な関連会社の要約財務情報

　　該当事項はありません。  
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,281.60円

１株当たり当期純利益金額 96.72円

１株当たり純資産額 1,330.73円

１株当たり当期純利益金額 89.34円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

同左

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純利益（百万円） 5,275 4,872

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 5,275 4,872

普通株式の期中平均株式数（株） 54,539,480 54,539,472

 

EDINET提出書類

ＮＥＣフィールディング株式会社(E05298)

有価証券報告書

 76/117



（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　当社は、平成21年1月30日開催の取締役会決議に基づき、

平成21年４月１日、完全子会社であるＮＥＣインフロン

ティアシステムサービス株式会社を吸収合併いたしまし

た。

　(1)合併の目的

　当社は、ＰＯＳシステム及びネットワークシステムの

設置工事並びに保守に係る事業の体制強化を図るた

め、平成19年７月２日付でＮＥＣインフロンティアシ

ステムサービス株式会社を子会社化しておりますが、

このたび、更に迅速かつ効率的な事業展開を図るため、

平成21年３月31日付で同社を完全子会社化し、平成21

年４月１日をもって同社を吸収合併いたしました。 

　(2)吸収合併の相手会社についての事項

　　①商号：　　　　ＮＥＣインフロンティアシステムサービ

ス株式会社

　　②本店の所在地：神奈川県川崎市高津区北見方二丁目

６番１号

　　③代表者の氏名：　代表取締役社長　西村　利雄

　　④資本金の額：　　90百万円

　　⑤純資産の額：　　533百万円

　　⑥総資産の額：　　2,748百万円

　　⑦従業員数：　　　327名

　　⑧事業の内容：　通信機器、電子機器、情報処理機器の販

売並びに設置工事、保守、修理、技

術サービス及びＬＡＮシステム

設計、工事

（注）純資産の額、総資産の額並びに従業員数は平成

21年３月31日現在

（子会社出資金の譲渡）　

　当社は、平成22年４月27日開催の取締役会において、当社

の連結子会社であるＮＥＣ飛鼎克信息技術服務（北京）

有限公司が、日電飛鼎克系統集成技術（北京）有限公司に

対する出資の全部（67％）を北京嘉潤天地科技有限公司

に譲渡することを決議いたしました。

　(1)譲渡の理由

　当社グループは中国事業の更なる拡大に向け、今後は

中国に進出した日本企業向け新規市場の開拓に注力す

る方針であります。一方、ＮＥＣ飛鼎克信息技術服務

（北京）有限公司と北京嘉潤天地科技有限公司との共

同出資により設立した日電飛鼎克系統集成技術（北

京）有限公司は、設立当初より中国ローカル市場を主

たる事業領域としてきたため、日電飛鼎克系統集成技

術（北京）有限公司への出資金を北京嘉潤天地科技有

限公司に譲渡し、ＮＥＣ飛鼎克信息技術服務（北京）

有限公司の生産資源の日本企業向け事業への集中を図

ることといたしました。 

　(2)譲渡する相手会社の名称及び事業内容

　　①商号：　　　　　北京嘉潤天地科技有限公司

　　②主な事業内容：  ネットワークの設備工事及び販売

　(3)当該子会社の名称及び事業内容

　　①商号：　　　　 日電飛鼎克系統集成技術（北京）有限公

司

　　②主な事業内容： 　コンピュータ機器の販売

　(4)譲渡時期

　　平成22年４月30日　　　　

　(5)譲渡価額及び譲渡損益　

　　・譲渡価額：1,700千人民元（約22百万円）

　　・譲渡損失：　830千人民元（約11百万円）　
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前連結会計年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　(3)吸収合併の相手会社の直近事業年度の売上高及び当

期純利益（平成21年３月期）

　　①売上高　　　10,457百万円

　　②当期純利益　172百万円

　(4)吸収合併の要旨

　　①合併の方法

　当社を存続会社とする吸収合併方式で、ＮＥＣイン

フロンティアシステムサービス株式会社は解散いた

しました。

　　②吸収合併消滅会社の大株主の名称及び発行済株式の

総数に占める大株主の持株数の割合

　　（平成21年３月31日現在）

　　　ＮＥＣフィールディング株式会社　100％

　　③吸収合併に係る割り当ての内容

　ＮＥＣインフロンティアシステムサービス株式会社

は、平成21年３月31日付けで当社の完全子会社となっ

たため、本合併による新株の発行、資本金の増加及び

合併交付金の支払いはありません。 

　　④合併後の会社の名称

　　　ＮＥＣフィールディング株式会社 

　(5)合併による引継財産

　資産合計　2,748百万円

　負債合計　2,215百万円 

　(6)実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成

15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第10号　最終改正　平成19年11月15日）に基づき、共

通支配下の取引として会計処理を行っております。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定のリース債務 201 287 2.6 －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除
く。）

526 569 2.7 平成23年～28年 

合計 727 857 － －

　（注）１．平均利率については、期末借入金等残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

リース債務 294 172 73 23
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成21年４月１日

至平成21年６月30日

第２四半期

自平成21年７月１日

至平成21年９月30日

第３四半期

自平成21年10月１日

至平成21年12月31日

第４四半期

自平成22年１月１日

至平成22年３月31日

売上高（百万円） 43,416 46,068 46,100 55,310

税金等調整前四半期純利益

金額（百万円）
1,516 2,275 2,265 2,917

四半期純利益金額

（百万円）
990 1,304 1,315 1,262

１株当たり四半期純利益金

額（円）
18.16 23.91 24.11 23.16
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,461 5,890

関係会社預け金 ※2
 15,000

※2
 17,000

受取手形 1,506 2,045

売掛金 ※1
 39,485

※1
 39,824

リース投資資産 30 24

有価証券 490 －

商品及び製品 2,411 2,404

仕掛品 861 1,183

原材料 20,025 20,219

前払費用 1,597 1,715

繰延税金資産 6,684 6,558

その他 693 521

貸倒引当金 △56 △61

流動資産合計 95,193 97,326

固定資産

有形固定資産

建物 5,190 5,605

減価償却累計額 △2,939 △3,050

建物（純額） 2,250 2,555

構築物 201 199

減価償却累計額 △157 △160

構築物（純額） 44 38

工具、器具及び備品 3,470 3,167

減価償却累計額 △3,121 △2,865

工具、器具及び備品（純額） 348 302

土地 1,144 1,144

リース資産 785 1,138

減価償却累計額 △121 △354

リース資産（純額） 664 783

有形固定資産合計 4,451 4,824

無形固定資産

のれん － 443

商標権 4 2

ソフトウエア 2,863 3,396

ソフトウエア仮勘定 3,815 3,651

その他 43 43

無形固定資産合計 6,726 7,537
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 880 846

関係会社株式 1,738 458

関係会社出資金 200 200

従業員に対する長期貸付金 2 1

破産更生債権等 422 422

長期前払費用 64 23

繰延税金資産 2,322 2,288

差入保証金 3,602 3,636

前払年金費用 12,634 12,584

その他 168 201

貸倒引当金 △379 △379

投資その他の資産合計 21,657 20,284

固定資産合計 32,835 32,646

資産合計 128,029 129,972

負債の部

流動負債

支払手形 934 882

買掛金 ※1
 20,594

※1
 19,153

リース債務 192 273

未払金 1,651 1,497

未払費用 2,891 2,606

未払法人税等 2,847 2,199

前受金 ※1
 8,592

※1
 9,583

預り金 268 258

賞与引当金 4,688 4,570

役員賞与引当金 17 17

ポイント引当金 12 3

流動負債合計 42,691 41,048

固定負債

リース債務 506 546

退職給付引当金 15,102 16,065

その他 445 437

固定負債合計 16,054 17,048

負債合計 58,746 58,096
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 9,670 9,670

資本剰余金

資本準備金 10,161 10,161

資本剰余金合計 10,161 10,161

利益剰余金

利益準備金 275 275

その他利益剰余金

別途積立金 39,748 41,948

繰越利益剰余金 9,520 9,927

利益剰余金合計 49,544 52,150

自己株式 △0 △0

株主資本合計 69,374 71,981

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △91 △105

評価・換算差額等合計 △91 △105

純資産合計 69,283 71,875

負債純資産合計 128,029 129,972
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

売上高

プロアクティブ・メンテナンス事業売上高 97,655 97,762

フィールディング・ソリューション事業売上高 101,067 90,127

売上高合計 ※1
 198,723

※1
 187,889

売上原価

プロアクティブ・メンテナンス事業売上原価

当期製造原価 78,408 77,735

合計 78,408 77,735

プロアクティブ・メンテナンス事業売上原価 78,408 77,735

フィールディング・ソリューション事業売上原
価

期首商品及び製品たな卸高 1,272 1,476

当期商品及び製品仕入高 38,444 34,891

当期製造原価 47,790 41,538

合計 87,507 77,907

他勘定振替高 ※2
 226

※2
 158

期末商品及び製品たな卸高 1,476 1,576

フィールディング・ソリューション事業売上
原価

85,803 76,172

売上原価合計 ※5
 164,211

※5
 153,908

売上総利益

プロアクティブ・メンテナンス事業売上総利益 19,247 20,026

フィールディング・ソリューション事業売上総
利益

15,264 13,954

売上総利益合計 34,511 33,981

販売費及び一般管理費 ※3, ※4
 24,126

※3, ※4
 23,505

営業利益 10,384 10,475

営業外収益

受取利息 ※1
 100

※1
 70

受取配当金 ※1
 109 35

保険事務手数料 44 44

販売報奨金 22 17

保険配当金 160 133

受取保険金 48 34

受取補償金 55 5

前受金償却額 1 －

その他 61 114

営業外収益合計 603 454
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

営業外費用

支払利息 11 20

固定資産廃棄損 481 49

関係会社育成支援費用 ※1
 345

※1
 338

事業統合費用 ※7
 185

※7
 156

事務所移転費用 ※8
 181

※6
 201

その他 125 80

営業外費用合計 1,330 847

経常利益 9,658 10,083

特別損失

たな卸資産評価損 ※5
 272 －

事業整理損 ※9
 208 －

抱合せ株式消滅差損 － 106

ソフトウエア除却損 － ※10
 1,135

特別損失合計 481 1,241

税引前当期純利益 9,177 8,841

法人税、住民税及び事業税 4,010 3,600

法人税等調整額 △13 453

法人税等合計 3,997 4,053

当期純利益 5,180 4,788
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【製造原価明細書】

プロアクティブ・メンテナンス事業製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  9,687 11.9 9,965 12.4

Ⅱ　労務費  28,068 34.6 28,194 35.0

Ⅲ　経　費 ※１ 18,758 23.1 17,802 22.1

Ⅳ　外注加工費  24,662 30.4 24,503 30.5

プロアクティブ・メンテ
ナンス事業当期製造費用

 81,176100.0 80,466100.0

期首半製品及び仕掛品た
な卸高

 －  －  

期首商品及び製品たな卸
高

 1,118 934 

期首仕掛品たな卸高  89  70  

材料から半製品への振替
高

 －  －  

合計  82,384 81,471 

期末半製品及び仕掛品た
な卸高

 －  －  

期末商品及び製品たな卸
高

 934 828 

期末仕掛品たな卸高  70  90  

他勘定振替高 ※２ 2,971 2,815 

プロアクティブ・メンテ
ナンス事業当期製造原価

 78,408 77,735 

　（注）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

原価計算の方法 原価計算の方法

　機種グループ別に分類可能な保守作業については実際総

合原価計算を適用しており、それ以外については実際個別

原価計算を適用しております。

　なお、当事業年度は比較的多額（総製造費用の１％超）

の原価差額が発生したため、38百万円を仕掛品へ配賦して

おります。

　機種グループ別に分類可能な保守作業については実際総

合原価計算を適用しており、それ以外については実際個別

原価計算を適用しております。

　なお、当事業年度は比較的多額（総製造費用の1％超）の

原価差額が発生したため、62百万円を仕掛品へ配賦してお

ります。

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。

設備関係費 5,364百万円

営業関係費 3,190 

物流等業務委託料 2,080 

通信費 847 

設備関係費 5,198百万円

営業関係費 3,023 

物流等業務委託料 2,217 

通信費 525 

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 2,789百万円

前払費用への振替 181 

販売費及び一般管理費 2,700百万円

前払費用への振替 115 
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フィールディング・ソリューション事業製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  5,585 11.6 4,264 10.0

Ⅱ　労務費  10,951 22.7 9,874 23.2

Ⅲ　経　費 ※１ 5,229 10.9 5,702 13.4

Ⅳ　外注加工費  26,428 54.8 22,787 53.4

フィールディング・ソ
リューション事業当期製
造費用

 48,194100.0 42,629100.0

期首仕掛品たな卸高  1,138 790 

合計  49,332 43,419 

期末仕掛品たな卸高  790 1,092 

他勘定振替高 ※２ 751 788 

フィールディング・ソ
リューション事業当期製
造原価

 47,790 41,538 

　（注）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

原価計算の方法 原価計算の方法

　製品別（サービス別）の実際個別原価計算を適用してお

ります。

同左

※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※１．経費の主な内訳は次のとおりであります。

設備関係費 2,093百万円

営業関係費 125 

物流等業務委託料 136 

通信費 718 

設備関係費 2,323百万円

営業関係費 112 

物流等業務委託料 18 

通信費 867 

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 748百万円

前払費用への振替 3百万円

販売費及び一般管理費 763百万円

前払費用への振替 24百万円
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 9,670 9,670

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 9,670 9,670

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 10,161 10,161

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,161 10,161

資本剰余金合計

前期末残高 10,161 10,161

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,161 10,161

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 275 275

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 275 275

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 37,548 39,748

当期変動額

別途積立金の積立 2,200 2,200

当期変動額合計 2,200 2,200

当期末残高 39,748 41,948

繰越利益剰余金

前期末残高 8,994 9,520

当期変動額

別途積立金の積立 △2,200 △2,200

剰余金の配当 △2,454 △2,181

当期純利益 5,180 4,788

当期変動額合計 525 406

当期末残高 9,520 9,927

利益剰余金合計

前期末残高 46,818 49,544
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当期変動額

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △2,454 △2,181

当期純利益 5,180 4,788

当期変動額合計 2,725 2,606

当期末残高 49,544 52,150

自己株式

前期末残高 △0 △0

当期変動額

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 △0 －

当期末残高 △0 △0

株主資本合計

前期末残高 66,648 69,374

当期変動額

剰余金の配当 △2,454 △2,181

当期純利益 5,180 4,788

自己株式の取得 △0 －

当期変動額合計 2,725 2,606

当期末残高 69,374 71,981

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △62 △91

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△28 △14

当期変動額合計 △28 △14

当期末残高 △91 △105

評価・換算差額等合計

前期末残高 △62 △91

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△28 △14

当期変動額合計 △28 △14

当期末残高 △91 △105
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成20年４月１日
　至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

純資産合計

前期末残高 66,586 69,283

当期変動額

剰余金の配当 △2,454 △2,181

当期純利益 5,180 4,788

自己株式の取得 △0 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △28 △14

当期変動額合計 2,697 2,592

当期末残高 69,283 71,875

EDINET提出書類

ＮＥＣフィールディング株式会社(E05298)

有価証券報告書

 90/117



【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び評

価方法

(1）子会社株式

移動平均法に基づく原価法

(1）子会社株式

同左

 (2）その他有価証券

①時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。)

(2）その他有価証券

①時価のあるもの

同左

 ②時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

②時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及び

評価方法

(1）商品及び製品、原材料　

総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用して

おります。

(2）仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）を採用してお

ります。

（会計方針の変更） 

　当事業年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号　

平成18年７月５日公表分）を適用して

おります。

　これによる財務諸表に与える影響はあ

りません。

(1）商品及び製品、原材料　

総平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用して

おります。

(2）仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）を採用してお

ります。

　

３．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、アウトソーシング用資産に

ついては定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　　　　 ２～50年

構築物　　　　　　 10～30年

工具、器具及び備品 ２～20年

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、アウトソーシング用資産に

ついては定額法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　　　　 ３～50年

構築物　　　　　　 10～30年

工具、器具及び備品 ２～20年
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項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　 （会計方針の変更） 

　当事業年度よりアウトソーシングなど

の定期的な収入を得る事業に供してい

る有形固定資産については、定額法を採

用しております。この変更は、当該事業

の重要性が高まったことから、関連する

収入と減価償却費の対応をより明確に

するために行ったものです。

　これにより、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ20百万円増

加しております。 

 

 (2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

(最長５年)に基づいて償却しており

ます。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

 (3）リース資産 

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しており

ます。

　なお、所有権移転外ファイナンス・

リース取引のうち、リース取引開始

日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

(3）リース資産 

同左

　 

４．外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。

同左

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒れによる

損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき当事業

年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

 (3）役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基づき当事業年

度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。

(3）役員賞与引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

 (4）退職給付引当金

　当社は、従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生して

いると認められる額を退職給付引当

金または前払年金費用として計上し

ております。

　過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間による定額法

により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による定額

法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理すること

としております。

(4）退職給付引当金

同左　

　 　

　

　

　

（会計方針の変更）

　当事業年度より、「「退職給付に係る

会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号　平成20年７月

31日）を適用しております。

　なお、これによる営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益に与える影響は

ありません。　

 (5）ポイント引当金

　顧客に付与されたポイントの使用

による費用発生に備えるため、当事

業年度末において将来使用されると

見込まれる額を計上しております。

　（追加情報） 

　当社インターネット販売サイトの

顧客に付与されたポイントの使用に

よる費用発生に備えるため、当事業

年度末において将来使用されると見

込まれる額をポイント引当金として

計上しております。

(5）ポイント引当金

　顧客に付与されたポイントの使用

による費用発生に備えるため、当事

業年度末において将来使用されると

見込まれる額を計上しております。
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項目
前事業年度

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

６．収益及び費用の計上基準 ────── 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ　当事業年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事

 

　　工事進行基準（工事の進捗率の見積

りは原価比例法）

ロ　その他の工事

　　工事完成基準

（会計方針の変更） 

　請負工事に係る収益の計上基準に

ついては、従来、工事完成基準を適用

しておりましたが、当事業年度より、

「工事契約に関する会計基準」（企

業会計基準第15号　平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第18号　平成19年12月27日）を

適用し、当事業年度に着手した工事

契約から、当事業年度末までの進捗

部分について成果の確実性が認めら

れる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の工事については工

事完成基準を適用しております。

　これにより、売上高は89百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益は、それぞれ14百万円増加

しております。

７．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

８．金額の表示方法 　金額は百万円未満を切り捨てて表示し

ております。

同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　（リース取引に関する会計基準）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計

士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を

適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用してお

ります。

　これにより、営業利益が６百万円増加し、経常利益及び税

引前当期純利益は、それぞれ５百万円減少しております。 

──────

 

 

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日）

（貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前事業年度におい

て、「商品」「製品」「半製品」として掲記されていたも

のは、当事業年度から「商品及び製品」と一括して掲記し

ております。なお、当事業年度に含まれる「商品」「製

品」「半製品」は、それぞれ1,459百万円、17百万円、934百

万円であります。

──────

　

 

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年３月31日）

当事業年度
（平成22年３月31日）

※１　関係会社に関わる注記 ※１　関係会社に関わる注記

　関係会社に対する主な資産・負債は次のとおりで

あります。

　関係会社に対する主な資産・負債は次のとおりで

あります。

売掛金 25,459百万円

買掛金 6,025 

前受金 2,162 

売掛金 23,256百万円

買掛金 5,364 

前受金 2,597 

※２　「関係会社預け金」は日本電気㈱グループの資金効

率向上をはかるための資金集中管理システムの当事

業年度末残高であります。

※２　　　　　　　　　　同左
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

※１　関係会社との取引に係わるものが次のとおり含まれ

ております。

※１　関係会社との取引に係わるものが次のとおり含まれ

ております。

関係会社への売上高 115,191百万円

受取利息 97 

受取配当金 107　

関係会社育成支援費用 345 

関係会社への売上高 104,987百万円

受取利息 69　

関係会社育成支援費用 338　

※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２　他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

フィールディング・ソリューション事業

販売費及び一般管理費 226百万円

フィールディング・ソリューション事業

販売費及び一般管理費 158百万円

※３　販売費に属する費用のおおよその割合は63％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は37％であり

ます。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※３　販売費に属する費用のおおよその割合は65％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は35％であり

ます。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

(1）給料手当 11,539百万円

(2）賞与引当金繰入額 1,026 

(3）役員賞与引当金繰入額 17 

(4）退職給付費用 444 

(5）減価償却費 1,447 

(6）賃借料

(7）貸倒引当金繰入額

1,572

254

 

 

(8）ポイント引当金繰入額 12 

(9）業務委託料 1,970 

(1）給料手当 11,596百万円

(2）賞与引当金繰入額 1,060 

(3）退職給付費用 754 

(4）減価償却費 1,421 

(5）賃借料 1,371 

(6）業務委託料 1,974 

※４　研究開発費の総額

　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は144百

万円であります。

※４　研究開発費の総額

　一般管理費に含まれる研究開発費の総額は71百万

円であります。

※５　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下額

※５　通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低

下による簿価切下額

売上原価 945百万円

特別損失 272百万円

売上原価 155百万円

 　 　特別損失の272百万円は、従来のたな卸資産の評価基

準をより実態に即した見積方法に見直した結果、臨時

的に発生した評価損であります。

 　

　６　　　　　　　　────── ※６　事務所移転費用は、分散ロスの解消等を目的とし、当

社東京ブロックに所属する各部門の事務所を、東京都

港区芝浦に統合した際に発生した移転費用でありま

す。　　　　　　　

※７　事業統合費用は、当社グループの経営効率化を図る

ため、当社と子会社ＮＥＣインフロンティアシステム

サービス㈱の営業拠点等の統合作業を行ったことに

伴うものであります。　　　　　　　

※７　　　　　　　　　　同左　　　　　　　　

※８　事務所移転費用は、保守用部品の供給・修理・配備

の一元化による生産革新を目的とした、当社リペア部

門の保守用部品管理センターへの移転に伴うもので

あります。

　８　　　　　　　　──────　

※９　光メディアのプレス生産業務の終結に伴う設備除却

費用等であります。

　９　　　　　　　　──────　

　10　　　　　　　　────── ※10　現在開発中の次世代コールセンターの開発方針の変

更に伴い発生した不要ソフトウェア資産の廃棄費用

であります。

EDINET提出書類

ＮＥＣフィールディング株式会社(E05298)

有価証券報告書

 96/117



（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 448 80 － 528

合計 448 80 － 528

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加80株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

 

当事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 528 － － 528

合計 528 － － 528
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

ファイナンス・リース取引 

　所有権移転外ファイナンス・リース取引 

　①　リース資産の内容

　　有形固定資産

　　　社内ＩＴ設備（工具、器具及び備品）であります。 

  ②　リース資産の減価償却の方法

　　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」に

記載のとおりであります。

　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。 

ファイナンス・リース取引 

　所有権移転外ファイナンス・リース取引 

　①　リース資産の内容

　　有形固定資産

同左

　

  ②　リース資産の減価償却の方法

同左　

　

同左

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高相
当額
(百万円)

建物及び構築
物

7 6 1

工具、器具及び
備品

3,083 1,875 1,207

合計 3,091 1,882 1,208

 
取得価額相
当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高相
当額
(百万円)

建物及び構築
物

7 7 0

工具、器具及び
備品

1,669 1,073 595

合計 1,677 1,081 595

 (2)未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

 (2)未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 623百万円

１年超 612百万円

　合計 1,236百万円

１年内 378百万円

１年超 235百万円

　合計 613百万円

 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 1,027百万円

減価償却費相当額 981百万円

支払利息相当額 40百万円

支払リース料 652百万円

減価償却費相当額 619百万円

支払利息相当額 21百万円

 (4)減価償却費相当額の算定方法  (4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

同左

 (5)利息相当額の算定方法  (5)利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

同左
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（有価証券関係）

　前事業年度（平成21年３月31日）　

子会社株式で時価のあるものはありません。　

　当事業年度（平成22年３月31日）

子会社株式（貸借対照表計上額　458百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、記載しておりません。

 

（税効果会計関係）

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

（単位：百万円） （単位：百万円）

（繰延税金資産）  

賞与引当金 1,908

未払事業税 242

退職給付引当金 1,318

たな卸資産評価損 4,121

その他 1,451

繰延税金資産小計 9,040

評価性引当額 △33

繰延税金資産合計 9,007

繰延税金資産の純額 9,007

（繰延税金資産）  

賞与引当金 1,860　

未払事業税 195

退職給付引当金 1,725

たな卸資産評価損 4,175

その他 1,132

繰延税金資産小計 9,088

評価性引当額 △241

繰延税金資産合計 8,846

繰延税金資産の純額 8,846

　繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に

含まれております。

（単位：百万円）

流動資産－繰延税金資産 6,684 

固定資産－繰延税金資産 2,322 

　繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に

含まれております。

（単位：百万円）

流動資産－繰延税金資産 6,558 

固定資産－繰延税金資産 2,288 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

 （％）

法定実効税率 40.7

　 　

（調整）  

地方税の均等割額 2.0

永久否認額（交際費等） 1.3

その他 △0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.6

 

 （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

地方税の均等割額 2.0

永久否認額（交際費等） 1.2

評価性引当金の増減額 2.4

その他 △0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.8
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（企業結合等関係）

前事業年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

  該当事項はありません。

　

当事業年度（自平成21年４月１日　至平成22年３月31日）

吸収合併

１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取

引の概要

　(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

　　　　・結合企業の名称　　ＮＥＣフィールディング株式会社

　　　　・事業の内容　　　　ＩＴシステムの導入・構築・運用・保守及びコンピュータ機器・用品の販売

　　　　・被結合企業の名称　ＮＥＣインフロンティアシステムサービス株式会社

　　　　・事業の内容　　　　ＰＯＳシステム及びネットワークシステムの設置工事並びに保守

　(2) 企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

　　　　　当社を存続会社、ＮＥＣインフロンティアシステムサービス株式会社を消滅会社とする吸収合併であり、結合

後企業の名称はＮＥＣフィールディング株式会社であります。なお、合併に伴う新株式の発行及び資本金

の増加はありません。　

　(3) 取引の目的を含む取引の概要

　　　　　当社は、ＰＯＳシステム及びネットワークシステムの設置工事並びに保守に係る事業の体制強化を図るため、

平成19年７月２日付でＮＥＣインフロンティアシステムサービス株式会社を子会社化しておりますが、こ

のたび、更に迅速かつ効率的な事業展開を図るため、平成21年３月31日付で同社を完全子会社化し、平成21

年４月１日をもって同社を吸収合併いたしました。

２．実施した会計処理の概要

　　当社がＮＥＣインフロンティアシステムサービス株式会社より受け入れた資産及び負債は、連結財務諸表上

の帳簿価額の修正を含めた適正な帳簿価額により計上いたしました。また、当該子会社株式の帳簿価額と増

加株主資本との差額を「抱合せ株式消滅差損」として特別損失に計上いたしました。　　 
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,270.33円

１株当たり当期純利益金額 94.98円

１株当たり純資産額 1,317.87円

１株当たり当期純利益金額 87.80円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

同左

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純利益（百万円） 5,180 4,788

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 5,180 4,788

普通株式の期中平均株式数（株） 54,539,480 54,539,472
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　当社は、平成21年1月30日開催の取締役会決議に基づき、

平成21年４月１日、完全子会社であるＮＥＣインフロン

ティアシステムサービス株式会社を吸収合併いたしまし

た。

　(1)合併の目的

　当社は、ＰＯＳシステム及びネットワークシステムの

設置工事並びに保守に係る事業の体制強化を図るた

め、平成19年７月２日付でＮＥＣインフロンティアシ

ステムサービス株式会社を子会社化しておりますが、

このたび、更に迅速かつ効率的な事業展開を図るため、

平成21年３月31日付で同社を完全子会社化し、平成21

年４月１日をもって同社を吸収合併いたしました。 

　(2)吸収合併の相手会社についての事項

　　①商号：　　　　ＮＥＣインフロンティアシステムサービ

ス株式会社

　　②本店の所在地：神奈川県川崎市高津区北見方二丁目

６番１号

　　③代表者の氏名：　代表取締役社長　西村　利雄

　　④資本金の額：　　90百万円

　　⑤純資産の額：　　533百万円

　　⑥総資産の額：　　2,748百万円

　　⑦従業員数：　　　327名

　　⑧事業の内容：　通信機器、電子機器、情報処理機器の販

売並びに設置工事、保守、修理、技

術サービス及びＬＡＮシステム

設計、工事

（注）純資産の額、総資産の額並びに従業員数は平成

21年３月31日現在

──────　
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前事業年度
（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

当事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

　(3)吸収合併の相手会社の直近事業年度の売上高及び当

期純利益（平成21年３月期）

　　①売上高　　　10,457百万円

　　②当期純利益　172百万円

　(4)吸収合併の要旨

　　①合併の方法

　当社を存続会社とする吸収合併方式で、ＮＥＣイン

フロンティアシステムサービス株式会社は解散いた

しました。

　　②吸収合併消滅会社の大株主の名称及び発行済株式の

総数に占める大株主の持株数の割合

　　（平成21年３月31日現在）

　　　ＮＥＣフィールディング株式会社　100％

　　③吸収合併に係る割り当ての内容

　ＮＥＣインフロンティアシステムサービス株式会社

は、平成21年３月31日付けで当社の完全子会社となっ

たため、本合併による新株の発行、資本金の増加及び

合併交付金の支払いはありません。 

　　④合併後の会社の名称

　　　ＮＥＣフィールディング株式会社 

　(5)合併による引継財産

　資産合計　2,748百万円

　負債合計　2,215百万円 

　(6)実施した会計処理の概要

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成

15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指

針第10号　最終改正　平成19年11月15日）に基づき、共

通支配下の取引として会計処理を行っております。　
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証
券

その他有
価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

三和コンピュータ㈱ 24,000 12

新興サービス㈱ 20,000 10

㈱神戸コミュニティ・エクスチェン

ジ
50 2

ＮＥＣディスプレイソリューション

ズ㈱
12 0

㈱システムプロデュース 300 0

小計 44,362 24

計 44,362 24

【債券】

　 　 銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証
券

その他有
価証券

マルチコーラブル・円元本確保型・

クーポン日経平均リンク債
1,000 822

計 1,000 822
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 5,190 807 391 5,605 3,050 360 2,555

構築物 201 0 2 199 160 5 38

工具、器具及び備品 3,470 129 432 3,167 2,865 133 302

土地 1,144 － － 1,144 － － 1,144

リース資産 785 353 － 1,138 354 233 783

建設仮勘定 － 904 904 － － － －

有形固定資産計 10,7912,195 1,73211,255 6,430 733 4,824

無形固定資産        

のれん － 640 － 640 197 197 443

商標権 14 － － 14 11 1 2

ソフトウエア 9,339 2,027 234 11,132 7,735 1,461 3,396

ソフトウエア仮勘定 3,815 3,052 3,216 3,651 － － 3,651

その他 63 0 0 63 20 0 43

無形固定資産計 13,2315,720 3,45115,501 7,964 1,660 7,537

長期前払費用 118 0 95 23 － －　 23

（注）１．ソフトウエアの当期増加額は主としてコールセンター開発のためのソフトウエア購入費用及び開発費用で

あります。なおソフトウエアの当期増加額には、前期にソフトウエア仮勘定として計上し、当期にソフトウ

エアへ振り替えた額を含んでおります。

　　　２．ソフトウエア仮勘定の当期増加額は主として業務改革プロセス（ＳＡＰ導入）のためのソフトウエア購入費

用及び開発費用であります。

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 435 440 21 413 440

賞与引当金 4,688 4,811 4,929 － 4,570

役員賞与引当金 17 21 21 － 17

ポイント引当金 12 －　 6 1 3

　（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、貸倒引当金の洗替の結果減少した額であります。

　　　　２．ポイント引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、ポイントの利用実績率の見積について概算値から利

用実績に基き計算した結果減少した額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 28

預金の種類  

当座預金 422

普通預金 5,433

別段預金 6

小計 5,862

合計 5,890

ロ．関係会社預け金

 関係会社預け金は、17,000百万円であり、その内容については「２．財務諸表等　(1)財務諸表　注記事項（貸

借対照表関係）」に記載しております。

ハ．受取手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

リコー販売㈱ 271

㈱アマダ 256

日本事務器㈱ 211

ダイワボウ情報システム㈱ 168

日興通信㈱ 108

その他 1,028

合計 2,045

期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成22年４月 607

５月 614

６月 563

７月 162

８月 94

９月以降 2

合計 2,045
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ニ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

日本電気㈱ 23,255

ＮＥＣインフロンティア㈱ 1,677

ＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱ 1,281

ＮＥＣネクサソリューションズ㈱ 1,080

ＮＥＣキャピタルソリューション㈱ 731

その他 11,798

合計 39,824

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

次期繰越高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

39,485 197,269 196,931 39,824 83.2 73.4

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

ホ．商品及び製品

品名 金額（百万円）

商品  

用品購入製品 1,566

メディア購入製品 0

小計 1,566

製品  

メディア自製製品 9

 小計 9

半製品  

消耗部品 183

回転部品 644

小計 828

合計 2,404
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ヘ．仕掛品

品名 金額（百万円）

保守サービス仕掛品 90

システム展開サービス仕掛品 268

サプライサービス仕掛品 804

運用サポートサービス仕掛品 20

合計 1,183

　

ト．原材料

品名 金額（百万円）

消耗部品 4,215

回転部品 15,892

販売用部品 0

リユース部品 36

メディア材料 12

工事用材料 62

合計 20,219

 

チ．繰延税金資産

繰延税金資産は、6,558百万円であり、その内容については「２．財務諸表等　(1)財務諸表　注記事項（税効

果会計関係）」に記載しております。

 

②　固定資産

前払年金費用

区分 金額（百万円）

退職給付債務 △34,679

年金資産 37,549

未認識数理計算上の差異 13,279

未認識数過去勤務債務 △3,564

合計 12,584
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③　流動負債

イ．支払手形

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

ＮＥＣネッツエスアイ㈱ 216

ソフトバンクＢＢ㈱ 120

エプソン販売㈱ 69

ＮＥＣマグナスコミュニケーションズ㈱ 54

大和計器㈱ 49

その他 371

合計 882

期日別内訳

期日別 金額（百万円）

平成22年４月 278

５月 273

６月 272

７月 57

合計 882

 

ロ．買掛金

相手先 金額（百万円）

日本電気㈱ 3,710

ＮＥＣキャピタルソリューション㈱ 1,948

エヌデック㈱ 1,436

ダイワボウ情報システム㈱ 1,393

ＮＥＣネッツエスアイ㈱ 560

その他 10,104

合計 19,153
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ハ．前受金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

日本電気㈱ 2,597

ＮＥＣパーソナルプロダクツ㈱ 842

ＮＥＣネクサソリューションズ㈱ 704

新潟富士ゼロックス製造㈱ 424

ＮＥＣキャピタルソリューション㈱ 379

その他 4,634

合計 9,583

④　固定負債

退職給付引当金

区分 金額（百万円）

退職給付債務 15,552

年金資産 △1,754

未認識数理計算上の差異 △2,738

未認識過去勤務債務 5,006

合計 16,065

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都中央区八重洲二丁目３番１号

住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

大阪市中央区北浜四丁目５番３３号

住友信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 株式の売買委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行なう。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子

公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行

う。

公告掲載URL

http://www.fielding.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社定款の定めにより、当社株主は、その有する単元未満株式について、会社法第189条第２項各号に掲げる権利並

びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を行使

することができません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

  事業年度（第53期）（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）平成21年６月25日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

　　平成21年６月25日関東財務局長に提出　

(3）四半期報告書及び確認書

　　（第54期第１四半期）（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）平成21年８月７日関東財務局長に提出

　　（第54期第２四半期）（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）平成21年11月10日関東財務局長に提出

　　（第54期第３四半期）（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）平成22年２月８日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成21年６月25日

ＮＥＣフィールディング株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小林　茂夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 浜田　　康　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 構　　康二　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
ＮＥＣフィールディング株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ
いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す
る意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＮＥＣ
フィールディング株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度
の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ＮＥＣフィールディング株式会社
の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統
制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明する
ことにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能
性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、ＮＥＣフィールディング株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示
した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠
して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出
会社）が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成22年６月21日

ＮＥＣフィールディング株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小林　茂夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 浜田　　康　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 構　　康二　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
ＮＥＣフィールディング株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表につ
いて監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す
る意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＮＥＣ
フィールディング株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度
の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ＮＥＣフィールディング株式会社
の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統
制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明する
ことにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能
性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、ＮＥＣフィールディング株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示
した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠
して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出
会社）が別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

EDINET提出書類

ＮＥＣフィールディング株式会社(E05298)

有価証券報告書

115/117



独立監査人の監査報告書

  平成21年６月25日

ＮＥＣフィールディング株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小林　茂夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 浜田　　康　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 構　　康二　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ＮＥＣフィールディング株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第53期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＮＥＣフィー

ルディング株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

  平成22年６月21日

ＮＥＣフィールディング株式会社  

 取締役会　御中  

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 小林　茂夫　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 浜田　　康　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 構　　康二　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

ＮＥＣフィールディング株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第54期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＮＥＣフィー

ルディング株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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